
4.⼀般消費者視点での調査（WG3）

1⽬次
WG3活動体制
調査・分析の前提・観点

1. 論点①災害時の⼀般消費者⾏動

2. 論点②⼤規模停電による⼀般消費者への影響

3. 論点③⼤規模停電に対する⼀般消費者の⾃衛策
・論点③④ 調査⽅針

4. 論点④⼤規模停電に対する社会全体の備え
・論点③④ 主な代替電源⼀覧
・論点③④ 代替電源による消費者影響への対応

5. 論点⑤災害時の情報発信のあり⽅(⼀般消費者視点)
・論点⑤ 調査⽅針

6. まとめ ⼤規模災害における⼀般消費者視点での調査結果

参考1．論点③④における代替電源以外の対策の調査結果について
参考2．調査対象災害⼀覧・アンケ－ト⼀覧・参考⽂献⼀覧
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2WG3活動体制

⽒名 所属 専⾨分野等

畑⼭ 満則
京都⼤学
防災研究所
巨⼤災害研究センター 教授

阪神・淡路⼤震災以降，ICTを活⽤した災害対応について研究。イン
フラ被害が災害復旧に及ぼす影響について，基礎⾃治体や中間⽀援
ボランティアを通した被災者の⽴場から分析を⾏い危機管理に有効な情
報処理について考察している。

秦 康範
⼭梨⼤学
⼯学部 ⼟⽊環境⼯学科
防災研究室 准教授

地域防災や災害情報といったソフト防災を研究。⾃治体の防災施策に
精通，国県等の審議会・委員会委員を歴任。⽇常時と⾮常時を区別
しない新しい防災に関わる考え⽅「フェーズフリー」の普及啓発を推進。

⼭本 貴裕
北海道電⼒ネットワーク株式会社
業務部
業務統括グループ リーダー

胆振東部地震のブラックアウトを現場（⼗勝）の最前線で経験。地域
のお客さま・⾃治体・各種団体対応や復旧順位調整等の指揮のみなら
ず，復旧後は地域関係者への報告・説明会（発⽣原因・対策等）を
経験。現在は，広域停電や需給ひっ迫時のお客さま対応・リスクマネジ
メントの統括およびコンタクトセンター新設等のレジリエンス対策に従事。

細⾙ 紘

（前）
富川 泰介

東京電⼒パワーグリッド株式会社
パワーグリッドサービス部
コンタクトセンター 所⻑

お客さまからの電話受電やSNS情報などから顧客ニーズを収集・分析し
商品開発や業務カイゼンを推進。託送事業としてのお客さまへの情報発
信の在り⽅を顧客ニーズを分析し検証。WEBやSNSによる情報発信を
担当。

松村 宣也
株式会社⽇⽴ソリューションズ・クリエイト
社会・公共システム事業部
社会第２ソリュ－ション本部
担当本部⻑

社会インフラエネルギー分野の情報システム企画／構築に従事。現在
は電⼒事業における脱炭素化・レジリエンス強化に向けた技術動向調
査・ソリューション創出の取り纏めを担当。

主査︓松本 真也 関⻄電⼒送配電株式会社配電部 副部⻑配電運⽤グループCM （前 岩⾒ 裕⼀）
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特別調査専⾨委員会

WG1(電⼒系統視点)

・北海道ブラックアウト
のメカニズムの整理

・広範囲停電の
メカニズム，実績，
並びに防⽌対策の
調査

・電⼒システム改⾰に
伴う電⼒セキュリティに
関する課題の調査

・防災・減災のための
電⼒系統のあり⽅の
整理

・災害時の情報発信の
あり⽅

WG2(電⼒以外の社会インフラ
視点)

・北海道ブラックアウト時の社会
インフラの影響ならびに対応の
整理
(通信，運輸，⽔道等)

・広範囲・⻑期間の停電時の社
会インフラへの影響，軽減策
及びその限界の調査

・電気依存社会化が進⾏した
場合の社会インフラのレジリエン
スのあり⽅の整理

WG3(⼀般消費者視点)

論点① 災害時の⼀般消費者⾏動
北海道ブラックアウトや近年甚⼤な被害を与えた台⾵に
よる，⼀般消費者への影響および⼀般消費者の⾏動
に関して整理

論点② ⼤規模停電による⼀般消費者への影響
広範囲・⻑時間の停電が発⽣した場合に想定される⼀
般消費者への影響の調査

論点③ ⼤規模停電に対する⼀般消費者の⾃衛策
被災時に受電することが困難になる可能性を考慮した
⾃衛策の整理

論点④ ⼤規模停電に対する社会全体の備え
上記の状況で社会全体が冷静・適切に対応するための
備え，並びに⼼構えの整理

論点⑤ 災害時の情報発信のあり⽅
SNSの普及などの世相を反映した情報発信のあり⽅の
調査・整理

調査・分析の前提・観点(1/2)

WG3「⼀般消費者視点」における論点①~⑤について⽂献調査を中⼼に整理を⾏う。
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 災害時の消費者⾏動について，消費者属性を⽇本国内居住者(⾃宅)，⽇本国内居住者
(⾃宅外)，⽇本国内⾮居住者(インバウンド)に分類し⽂献調査を実施。

論点①災害時の消費者⾏動
(1)令和元年房総半島台⾵
(2)令和元年東⽇本台⾵
(3)平成30年北海道胆振東部地震
(4)平成23年(2011年)東北地⽅

太平洋沖地震

消費者属性の分類

1.⽇本国内居住者(⾃宅)
2.⽇本国内居住者(⾃宅外)

学校，職場，病院，
⾼齢者施設を含む

3.⽇本国内⾮居住者(インバウンド)

消費者属性
別に分類し⽂
献を確認する。

参考⽂献(70件)

災害別に
仕分け

抽出

【平成23年(2011年)東北地⽅太平洋沖地震】
 「⼤規模地震の発⽣に伴う帰宅困難者対策のガイドライン」
 「東⽇本⼤震災における学校等の対応等に関する調査報告書」 等

【平成30年北海道胆振東部地震】
 「平成30年北海道胆振東部地震対応検証報告書」
 「平成30年北海道胆振東部地震 地震発⽣時の⾏動アンケ－ト」 等

【令和元年東⽇本台⾵】
 「2019年・台⾵15号に関する停電等に対するアンケ－ト
 令和元年台⾵第19号等による災害からの避難に関するワ－キンググル－プ 等

【令和元年房総半島台⾵】
 台⾵15号の停電復旧対応等に係る検証結果取りまとめ
 2019年・台⾵15号に関する停電等に対するアンケ－ト 等

⽂献例

調査・分析の前提・観点(2/2)

51．論点① 災害時の消費者⾏動について

(1)⽇本国内居住者(⾃宅)の⾏動特性
 停電時，多くの⼈が⾃宅待機(避難していない)状態であった。
 出勤，安否確認，買い物で被災後に外出している⼈がいる。
 停電，家屋被災があった⼈は，避難している。
 多くの⽅がテレビ，エリアメ－ル，スマホアプリで事前に情報確保をしている。

調査災害 災害時の消費者⾏動 参考⽂献
令和元年
房総半島
台⾵

＜要約＞
・今回の台⾵15号襲来による避難状況は，84.6%が避難していないと回
答。
・⾃主避難所や⾃宅以外の親戚・友⼈宅へ避難した⼈は，7.5%であった。

株式会社サ－ベイリサ－
チセンタ－:2019年・台
⾵15号に関する停電等
に対するアンケ－ト【千
葉県⼋街市】(2019年
9⽉)p.3
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61．論点① 災害時の消費者⾏動について

(1)⽇本国内居住者(⾃宅)の⾏動特性

調査災害 災害時の消費者⾏動 参考⽂献
令和元年
東⽇本台
⾵

・避難しなかった理由(問 29)は「⾃宅が被害に遭うとは思わなかったから」が
64.8%と最も⾼く，次いで「いざとなれば2階などに逃げればよいと思ったから
(2階などには逃げなかた)」，「過去に経験した⽔害の範囲に収まると思った
から」がともに33.1%となっている。

株式会社サ－ベイリサ
－チセンタ－:福島県
台⾵第19等住⺠避難
⾏動調査業務 報告書
(速報版) (2020年5
⽉)p.9

71．論点① 災害時の消費者⾏動について

(1)⽇本国内居住者(⾃宅)の⾏動特性
調査災害 災害時の消費者⾏動 参考⽂献
平成30年
北海道胆
振東部地
震

＜要約＞
・⾃宅に留まって避難⾏動をとらなかった割合は76.1%。
避難しなかった理由としては，避難する必要がない ，ペット ，避難所⽣活
の不安が挙げられる。
・⾃宅以外の場所へ避難したと回答した割合は約4.3%であった。

札幌市:平成30年北
海道胆振東部地震対
応検証報告書(2019
年3⽉)p.2
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81．論点① 災害時の消費者⾏動について

(1)⽇本国内居住者(⾃宅)の⾏動特性
調査災害 災害時の消費者⾏動 参考⽂献
令和元年
房総半島
台⾵

＜要約＞
・停電時にとった⾏動のうち主なものは，⾮常時の照明器具・熱源の利⽤，
ガス調理，ス－パ－マーケット・コンビニでの物品の購⼊など。

東京電⼒パワ－グリッド
株式会社:台⾵15・19
号の停電に関するアンケ
－ト調査※東京電⼒パ
ワーグリッド提供

91．論点① 災害時の消費者⾏動について

(1)⽇本国内居住者(⾃宅)の⾏動特性
調査災害 災害時の消費者⾏動 参考⽂献
平成30年
北海道胆
振東部地
震

・夜明け前の外出は，全体で2割弱だが，40代以下の市⺠は3割以上外
出している。(p.13)
・外出の⽬的は，50代以下は出勤，60代は出勤・安否確認，70代は
安否確認，80代以上は，安否確認・家の状態確認が多い。買い物は40
代が23%で⽐較的⾼かった。(p.14)

室蘭⼯業⼤学:平成30
年北海道胆振東部地
震地震発⽣時の⾏動ア
ンケ－ト(2018年12
⽉)pp.13-14
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101．論点① 災害時の消費者⾏動について

(1)⽇本国内居住者(⾃宅)の⾏動特性
調査災害 災害時の消費者⾏動 参考⽂献
令和元年
房総半島
台⾵

＜要約＞
・避難したきっかけは停電によるものが18件，⾃宅の被害によるものは4件で
あった。

株式会社サ－ベイリサ
－チセンタ－:2019年・
台⾵15号に関する停電
等に対するアンケ－ト
(2019年9⽉)p.3

111．論点① 災害時の消費者⾏動について

(1)⽇本国内居住者(⾃宅)の⾏動特性
調査災害 災害時の消費者⾏動 参考⽂献
令和元年
東⽇本台
⾵

・ハザ－ドマップ等を⾒たことがあり，かつ⾃宅が洪⽔の危険⼜は⼟砂災害
の危険がある区域(浸⽔想定区域，⼟砂災害警戒区域等)に⼊っていると
回答した⼈のうち4割強の⼈がなんらかの避難⾏動を⾏った。

令和元年台⾵第19号
等による災害からの避難
に関するワ－キンググル
－プ︓住⺠アンケ－ト結
果(2020年2⽉) p.4

・⾃宅から⽴ち退き避難を⾏ったと回答した⼈が730名おり，⾃宅にいた⼈
の73%が⽴ち退き避難を⾏っていた。(p.6)
・⽴ち退き避難を始めたきっかけは，「避難勧告が発令されたから」「避難指
⽰が発令されたから」および，「エリアメ－ル・緊急速報メ－ルの呼びかけ受
信」の割合が⾼い。(p.11)

千曲川・犀川⼤規模氾
濫に関する減災対策協
議会情報提供検討部
会:⻑野市堤防決壊に
よる浸⽔地区 住⺠の
避難⾏動に関するアンケ
－ト調査結果 報告
概要版(2020年5
⽉)pp.6,11
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121．論点① 災害時の消費者⾏動について

(1)⽇本国内居住者(⾃宅)の⾏動特性
調査災害 災害時の消費者⾏動 参考⽂献
令和元年
東⽇本台
⾵

・⾬が降り出す前の台⾵第 19 号の情報の⼊⼿先ではテレビが 89.5%と
最も⾼く，次いで防災メ－ルが 29.0%，スマ－トフォンアプリが22.8%と
なっている。(p.44)
・気象情報の⼊⼿⽅法についてはテレビが 83.7%と最も⾼く，次いで防災
メ－ルが 37.5%，スマ－トフォンアプリが 23.6%となっている。(p.49)

株式会社サ－ベイリサ－
チセンタ－:福島県 台
⾵第19等住⺠避難⾏
動調査業務 報告書
(速報版) (2020年5⽉)
pp.44,49

131．論点① 災害時の消費者⾏動について

(1)⽇本国内居住者(⾃宅)の⾏動特性
調査災害 災害時の消費者⾏動 参考⽂献
平成30年
北海道胆
振東部地
震

＜要約＞
・停電中の情報収集はラジオが最多。携帯電話等による情報取得も過半。
停電中・復電後とも，ラジオ，テレビと並び携帯電話等も主要な情報取得
⼿段。

札幌市:平成30年北海
道胆振東部地震対応
検証報告書(2019年3
⽉)pp.4-5
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141．論点① 災害時の消費者⾏動について

(1)⽇本国内居住者(⾃宅)の⾏動特性
調査災害 災害時の消費者⾏動 参考⽂献
平成30年
北海道胆
振東部地
震

＜要約＞
・20代のうち71.6%，30代のうち45.7%がSNS(ツイッタ－，フェイスブック
等)で情報を⼊⼿，
60代のうち35.5%，70代のうち43.1%がメ－ル等より情報を⼊⼿。

札幌市:平成30年北海
道胆振東部地震対応
検証報告書(2019年3
⽉)pp.4-5

151．論点① 災害時の消費者⾏動について

 ⾃宅外にいる⽅は，帰宅をしようとする。
 約 8 割の学校等で児童を保護者へ引き渡し下校させたほか，約４割の学校等で安全な下校が確認

できるまで待機させている。
 何らかの理由で帰宅を断念しているケ－スも多い。

(2)⽇本国内居住者(⾃宅外)の⾏動特性

調査災害 災害時の消費者⾏動 参考⽂献
平成23年
(2011年)
東北地⽅
太平洋沖
地震

・約 8 割の学校等で児童⽣徒等を保護者へ引き渡し下校させたほか，約
４割の学校等で安全な下校が確認できるまで待機させている。

⽂部科学省:平成23年
度 東⽇本⼤震災にお
ける学校等の対応等に
関する調査 報告書
(2012年3⽉)p.27

平成23年
(2011年)
東北地⽅
太平洋沖
地震 等

・当⽇帰宅を試みた被災者のうち，東京都では約5%，神奈川県と埼⽟
県では25%程度，千葉県では30%強途中で帰宅を断念して宿泊してい
る。

東京理科⼤学⼯学部
建築学科准教授 伊藤
⾹織，東京⼤学⼤学
院⼯学系研究科都市
⼯学専攻准教授 ⼤森
宜暁，東京⼤学⼤学
院⼯学系研究科都市
⼯学専攻特任研究員
⻘野貞康，東京理科
⼤学⼯学部建築学科
助教 丹⽻由佳理:平
成23年度国⼟政策関
係研究⽀援事業 研究
成果報告書 ⽇記形式
webアンケ－ト調査によ
る地震被災時帰宅⾏動
の実証分析 p.18

電気学会　防災・減災のための電気エネルギーセキュリティ特別調査専門委員会　報告　4-8



161．論点① 災害時の消費者⾏動について
(2)⽇本国内居住者(⾃宅外)の⾏動特性
調査災害 災害時の消費者⾏動 参考⽂献
平成23年
(2011年)
東北地⽅
太平洋沖
地震

＜要約＞
・指定⼊院医療機関においては，安全管理マニュアルに基づいて院内対応
が⾏われ，状況に応じて医療継続できない場合は，緊急避難，転院及
び⼆次避難が検討される。

厚⽣労働省:医療観察
法災害ガイドライン
(2018年) p.15

171．論点① 災害時の消費者⾏動について
(2)⽇本国内居住者(⾃宅外)の⾏動特性
調査災害 災害時の消費者⾏動 参考⽂献
平成23年
(2011年)
東北地⽅
太平洋沖
地震

＜要約＞
・⾼齢者施設での待機においては他施設からの受⼊れにより収容⼈数が通
常より増える事が想定される。
・⾼齢者施設においては，事業継続が難しい場合に移送が検討され，東
⽇本⼤震災においては，調査対象の82施設のうち，7施設が他施設に移
送したのに対し，30施設が他施設からの移送を受け⼊れている。

⼩⽥利勝・増本康平(神
⼾⼤学⼈間発達環境学
研究科)，植⽊章三・⼩
渕⾼志・⿊沢⿇美(東北
⽂化学園⼤学)，東⾕
篤志(東北⼤学⽣命科
学研究科):⾼齢者福祉
施設の災害対応⾏動と
防災対策をめぐる課題
－宮城県内の⾼齢者福
祉施設に対する郵便調
査の結果から－(2013
年7⽉)

※上記図表中のNは施設数。
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181．論点① 災害時の消費者⾏動について

 宿泊地近隣の公共施設，学校，ホテルの駐⾞場などに避難している。
 被災直後に避難のために帰国⾏動をとっている。
 ⺟国のWebサイトなど⺟国語での情報収集を⾏っている。

(3)国内⾮居住者(インバウンド)の⾏動特性

調査災害 災害時の消費者⾏動 参考⽂献
平成23年
(2011年)
東北地⽅
太平洋沖
地震 等

・地震発⽣後の避難場所では，「近隣の公⺠館等公共施設」14.7%が最
も⾼く，「近隣の学校」「ホテルの駐⾞場」11.8%と続く。(p.3)
・地震発⽣時のホテルでの避難誘導の有無とその理解度では，「避難誘導
があり理解できた」32.4%，「避難誘導はあったが⽇本語で理解ができな
かった」11.8%，「避難誘導はわからないが他の客が避難するのをみた」
8.8%，「避難誘導はなかった」44.1%であった。(p.4)

株式会社サ－ベイリサ
－チセンタ－:熊本地震
における訪⽇⽇本国内
⾮居住者旅⾏者の避
難⾏動に関する調査
(2016年4⽉)pp.3-4

・震災直後の数⽇間での出国が多い。
・滞在期間については，2〜3⽇程度の短期と1週間から1か⽉未満が多い。

国⼟交通省官公庁 第
2回災害時における訪
⽇外国⼈旅⾏者への情
報提供のあり⽅に関する
ＷＧ:災害時における旅
⾏者への情報提供に関
する調査事業(資料
編)(2012年11⽉) 
p.27

191．論点① 災害時の消費者⾏動について

(3)国内⾮居住者(インバウンド)の⾏動特性
調査災害 災害時の消費者⾏動 参考⽂献
平成23年
(2011年)
東北地⽅
太平洋沖
地震 等

・全体では，「⺟国の WEB サイト」40.9%が主な情報源となっており，各
国のメディアに情報発信することで⽇本滞在中の外国⼈旅⾏者に情報が届
くことがうかがえる。(p.2)
・「宿泊先の従業員」27.8%「同⾏の⽇本語ができる⼈」「⽇本のテレビ・ラ
ジオ」ともに 20.9%と続き「⽇本語の防災⾏政無線・広報⾞・消防⾞など」
は 4.3%にとどまった。

株式会社サ－ベイリサ－
チセンタ－:熊本地震に
おける訪⽇⽇本国内⾮
居住者旅⾏者の避難⾏
動に関する調査(2016
年4⽉)p.2
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20

消費者属性
⽇本国内居住者(⾃宅) ⽇本国内居住者(⾃宅外) ⽇本国内⾮居住者(ｲﾝﾊﾞｳﾝﾄﾞ)

災
害
時
⾏
動
特
性

2.(8) 情報確保(⽇本⼈) 2.(9) 情報確保(外国⼈)

2. (3) 避難(⽇本⼈)

2.(5) 病院・⾼齢者施設利⽤

2.(4) 帰宅(困難)

2.(2) 外出

2.(1) ⾃宅待機

2.(7) 帰国

2. (6) 避難(外国⼈)

 消費者属性は，被災者の居住地と被災地を属性として分類することとし，「⽇本国内居住者(⾃宅)」，
「同(⾃宅外)」，「⽇本国内⾮居住者(インバウンド)」とした。

 ⽂献調査の結果から，消費者属性別の災害時⾏動は，9の⾏動特性に分類できた。
 9の⾏動特性に対して論点②「⼤規模停電による消費者への影響」に関する⽂献調査を進める。

1．論点① 災害時の消費者⾏動について(まとめ)

9の⾏動特性

212．論点② ⼤規模停電による消費者影響について

(1)⾃宅待機における影響
 ⽔道・電気・通信等のインフラ供給の停⽌により，洗濯，通信，⼊浴，料理，⽤便，洗⾯などに⽀障

がでた。
 ⾃宅待機者における最⼤の困りごとは携帯電話等の充電。
 特に役に⽴った備蓄品として，照明器具・ラジオ・乾電池・バッテリ－が多い。
 空調不能，酸素吸⼊器の電源喪失により⼈命に影響する事象も発⽣。

⾚字:消費者及び⽣活基盤への影響
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222．論点② ⼤規模停電による消費者影響について

(1)⾃宅待機における影響
⼤規模停電による消費者への影響 参考⽂献
＜要約＞
・特に洗濯，通信，⼊浴で⼤きな⽀障が発⽣。そのほか，夜間暗い中での⽣活，料理，
トイレ(⽤便)，洗⾯⻭磨き。

※1.表中「低下度」︓
⽣活⽀障の時間的な平均値を⽰す指標であり，⽣活活動の種類ごとに評価する。低下
度は，0点（まったく⽀障がなかった状態）と10点（まったくできなかった状態），および
その間に設けた段階的な点数で与える。⽣活⽀障の程度を3段階に分けたときには
（0,5,10）の点数を，5段階に分けたときには（0,2.5,5,7.5,10）の点数を与える。

千葉⼤学:令和元年台
⾵15号による停電の⻑
期化に伴う影響と⾵⽔
害に関する総合調査
(2020年3⽉)p.1－
43

※1.千葉⼤学の参考
⽂献中で下記⽂献を参
照している旨記載あり。
※1.塩野計司・宮野道
雄・⼩坂俊吉︓地震に
よる⽣活⽀障の評価とそ
の応⽤（1）－評価指
標の構成と1995年兵
庫県南部地震での事例
調査－(2000年8⽉) 
pp.242-243

※上記千葉⼤学の参考⽂献の⾴番号は章毎に「章番号－⾴番号」という形式(複数⾴の指定ではない)

23

⼤規模停電による消費者への影響 参考⽂献
＜要約＞
・⾃宅待機における最⼤の困りごとは携帯電話等の充電。
・備蓄品で役⽴ったものは照明器具・ラジオ・乾電池・バッテリ－など。

札幌市:平成30年北
海道胆振東部地震対
応検証報告書(2019
年3⽉)p.3

・欲しいものは，60代以下は⾷料，特に20代以下の約7割は⾷料を求めていた。70代
は電池が多かった。モバイルバッテリ－は，60代以下が多くなっていた。

室蘭⼯業⼤学:平成
30年北海道胆振東部
地震地震発⽣時の⾏
動アンケ－ト(2018年
12⽉)p.16

2．論点② ⼤規模停電による消費者影響について

(1)⾃宅待機における影響
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24

⼤規模停電による消費者への影響 参考⽂献
＜要約＞
・台⾵15号による停電の影響による困りごとは，テレビが⾒られないこと，冷蔵庫が使え
ないことが上位だった。

株式会社サ－ベイリサ
－チセンタ－:2019年・
台⾵15号に関する停
電等に対するアンケ－ト
(2019年9⽉)p.8

2．論点② ⼤規模停電による消費者影響について

(1)⾃宅待機における影響

25

⼤規模停電による消費者への影響 参考⽂献
＜要約＞
・台⾵15・19号による停電時にとても困ったことは，空調等が使えないこと，⾃宅の照
明不⾜，テレビが⾒られないこと，インタ－ネットや電話回線が使えないこと，が上位だっ
た。

東京電⼒パワ－グリッド
株式会社:台⾵15・19
号の停電に関するアンケ
－ト調査※東京電⼒パ
ワーグリッド提供

2．論点② ⼤規模停電による消費者影響について

(1)⾃宅待機における影響
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262．論点② ⼤規模停電による消費者影響について

(1)⾃宅待機における影響
⼤規模停電による消費者への影響 参考⽂献
・台⾵通過後には 30℃以上の暑い⽇が続いたことから，停電に伴う空調不能や断⽔に
よる⽔不⾜は深刻な事態に発展した。報道によると上記の災害関連死者2⼈の原因は，
停電による酸素吸⼊器使⽤不能（80 代男性）と停電が原因の熱中症（90 代⼥
性）であった。

千葉⼤学:令和元年台
⾵15号による停電の⻑
期化に伴う影響と⾵⽔
害に関する総合調査
(2020年3⽉)p.1－2

・⾼度医療機器である⼈⼯呼吸器を在宅で利⽤する患者は，⼈⼯呼吸器以外にも，
喀痰吸引器，機械式排痰補助装置，酸素吸⼊器など多くの医療機器を⽇常的に⽤い
て⽣活している。それらは全て電⼒源を必要とする電気機器であり，極度に電気依存度
の⾼い患者層であるといえる。

北海道⼩児科医会
医療法⼈稲⽣会 鈴⽊
⼤真，⼟畠智幸:北海
道胆振東部地震に伴う
ブラックアウトにおける在
宅⼈⼯呼吸器患者への
対応に関する研究
(2019年9⽉)p.1

・ポ－タブルの⾃家発電装置はノイズが多く，電圧も不安定であるため，精密機械である
⼈⼯呼吸器を直接駆動するには適さないとされている。したがって，通常は，まず，⾃家
発電機により外部バッテリ－を充電し，⼈⼯呼吸器の駆動には外部バッテリ－を⽤いるの
が原則である。

島根県健康福祉部健
康推進課・島根県難病
医療協議会:在宅にお
ける⼈⼝呼吸器の安全
使⽤のためのガイドライン
(2012⽉3⽉)p.33

・⾮常⽤⾃家発電設備のための燃料確保が困難であった。停電時に対応できる給油所が
少なく，特に重油を取り扱っている事業所が少なかった。

千葉⼤学:令和元年台
⾵15号による停電の⻑
期化に伴う影響と⾵⽔
害に関する総合調査
(2020年3⽉)p.1－
25

272．論点② ⼤規模停電による消費者影響について

(2)外出における影響
 停電により信号滅灯が発⽣した。
 公共交通⼿段が使えず，移動が制限される。
 電池やモバイルバッテリ－等のほしいものが買えない，電⼦マネ－が使えない。

⼤規模停電による消費者への影響 参考⽂献
・ブラックアウトに伴って信号機の滅灯が発⽣したものの，道警察が⼿信号で交通整理を
⾏ったことや道⺠が安全運転を⾏ったこと等により，重⼤な交通事故は発⽣しなかった。
(p.120)
・⼤規模停電において，信号機が滅灯する中，道警察による交通整理や道⺠の安全運
転により，重⼤な交通事故は発⽣していなかった。(p.121)

平成30年北海道胆振
東部地震災害検証委
員会:平成30年北海道
胆振東部地震災害検
証報告書 令和元年
(2019年5⽉) 第3章
検証及び防災対策への
反映 pp.120-121

⾚字:消費者及び⽣活基盤への影響
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282．論点② ⼤規模停電による消費者影響について

(2)外出における影響
⼤規模停電による消費者への影響 参考⽂献

・公共の交通機関がストップし，ＪＲなどの指⽰で避難所に移動した。後から職員が付き
添い，保護者に引き渡した。

⽂部科学省:平成23年
度東⽇本⼤震災におけ
る学校等の対応等に関
する調査報告書(2012
年3⽉)p.12(参考資
料)

・買えなかった物については，電池がもっとも多く，次いでモバイルバッテリ－であった。 室蘭⼯業⼤学:平成30
年北海道胆振東部地震
地震発⽣時の⾏動アン
ケート(2019年3
⽉)p.17

・2018 年 9 ⽉に発⽣した北海道胆振東部地震に伴って⼤規模停電が⽣じました。そ
のとき，⼀部のコンビニエンスストアなどで，電⼦マネ－が使えないために，物やサ－ビスが
購⼊できなくなったことがインタ－ネット上で話題となりました。

ニッセイ基礎研究所
⾦融研究部 主任研究
員・
年⾦総合リサ－チセンタ
－兼任福本 勇樹:特集
進むキャッシュレス化と暮
らし キャッシュレス決済へ
の消費者の疑問Ｑ＆Ａ
(2019年3⽉)p.4

292．論点② ⼤規模停電による消費者影響について

(3)避難(⽇本⼈)における影響 (避難する⼈や避難所へ避難した⼈の影響)

 避難所では，就寝環境やプライバシ－確保，トイレの衛⽣環境⾯での懸念と同時に，携帯電話の
充電，災害情報の⼊⼿に困っていた。

 避難するにあたって，⾼層マンション等の場合は停電によるエレベ－タ－停⽌などにより在宅医療患者
の移動⼿段に課題がある。

⼤規模停電による消費者への影響 参考⽂献
＜要約＞
・避難所へ避難した⽅は，就寝環境，プライバシーの確保，トイレの衛⽣環境に次いで，
災害情報の⼊⼿，携帯電話等の充電について困っていた。

札幌市:平成30年
北海道胆振東部地
震対応検証報告書
(2019年3⽉)p.3

⾚字:消費者及び⽣活基盤への影響
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302．論点② ⼤規模停電による消費者影響について

(3)避難(⽇本⼈)における影響 (避難する⼈や避難所へ避難した⼈の影響)

⼤規模停電による消費者への影響 参考⽂献

・集合住宅の⾼層階に住む患者は，エレベ－タ－も停電のために停⽌したため避難しよ
うにも階下に降りることのできない状況に陥った。当法⼈の職員のみならず⽇頃から活⽤
する居宅介護事業所や特別⽀援学校，相談⽀援事業所の職員等が集まり，⾮常⽤
階段から患児をバギ－に乗せたまま階下に下ろしたケ－スも我々が把握しているだけで6
件にのぼった。

北海道⼩児科医会
医療法⼈稲⽣会
鈴⽊⼤真，⼟畠智
幸:北海道胆振東部
地震に伴うブラックア
ウトにおける在宅⼈
⼯呼吸器患者への
対応に関する研究
(2019年9⽉)p.2

312．論点② ⼤規模停電による消費者影響について

(4)帰宅(困難)における影響

 公共交通機関の停⽌や⾃宅被災により帰宅できない。(帰宅困難者)
 通信⼿段がない場合，帰宅困難者であることを家族等へ伝えることができなかった。

⼤規模停電による消費者への影響 参考⽂献
・地震の発⽣時刻が平⽇の⽇中であったことと相まって，鉄道等を使って通勤・通学して
いる⼈々の帰宅⼿段が閉ざされ，結果として，⾸都圏において約515万⼈(内閣府推
計)に及ぶ帰宅困難者が発⽣した。(p.1)
・帰宅困難者は「地震発⽣時に外出している者のうち，近距離徒歩帰宅者(近距離を
徒歩で帰宅する⼈)を除いた帰宅断念者(⾃宅が遠距離にあること等により帰宅できな
い⼈)と遠距離徒歩帰宅者(遠距離を徒歩で帰宅する⼈)」として扱うものとする。(p.2)

内閣府(防災担当):
⼤規模地震の発⽣に
伴う帰宅困難者対策
のガイドライン(2015
年3⽉)pp.1-2
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322．論点② ⼤規模停電による消費者影響について

(4)帰宅(困難)における影響
⼤規模停電による消費者への影響 参考⽂献
＜要約＞
・帰宅困難者が発⽣する主な原因は，停電を含む災害影響による公共交通機関の停
⽌(交通の復旧⽬途が⽴たなかった)。

東京理科⼤学⼯学
部建築学科准教授
伊藤⾹織，東京⼤
学⼤学院⼯学系研
究科都市⼯学専攻
准教授 ⼤森宜暁，
東京⼤学⼤学院⼯
学系研究科都市⼯
学専攻特任研究員
⻘野貞康，東京理
科⼤学⼯学部建築
学科助教 丹⽻由
佳理:平成23年度
国⼟政策関係研究
⽀援事業 研究成
果報告書 ⽇記形
式webアンケ－ト調
査による地震被災時
帰宅⾏動の実証分
析 p.20

332．論点② ⼤規模停電による消費者影響について

(4)帰宅(困難)における影響
⼤規模停電による消費者への影響 参考⽂献
・震災当⽇，帰宅困難な状況は，「保護者への連絡が取れなくなったため」(84.2%)
や「道路や交通⼿段が被災したため」(67.0%)が発⽣要因として⾼い割合を占めている。
・地域別にみると，沿岸部では「保護者への連絡が取れなくなったため」が 86.6%と⾼
いほか，「道路や交通⼿段が被災したため」は 72.4%，「児童⽣徒等の⾃宅が被災
したため」は59.0%の学校等が理由として挙げている。

⽂部科学省:平成
23年度 東⽇本⼤
震災における学校等
の対応等に関する調
査 報告書(2012
年3⽉)p.48
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342．論点② ⼤規模停電による消費者影響について

(5)病院・⾼齢者施設利⽤における影響
 停電により医療機器に使⽤制限がかかった。
 エアコンが停⽌し熱中症となった。
 照明，エアコン，冷蔵庫，エレベ－タ，ナ－スコ－ルも利⽤できなくなった。

⾚字:消費者及び⽣活基盤への影響

⼤規模停電による消費者への影響 参考⽂献
・全回答機関 87 件のうちライフライン機能被害ありと回答した機関は 23 件であり，
被害率は 26％となった。地図上のプロット位置からは千葉県の広範囲でライフライン機
能被害が発⽣していたことがわかる。(p.1-36)
・回答数の最も多い項⽬は停電であり，次いで断⽔という結果となった。電波塔の被災
による電波障害やインターネット不通，携帯電話不通なども医療機能に影響を及ぼして
いした。台⾵直撃時の医療機器の使⽤を避けるために，⼈⼯透析治療の時間調整や
診療時間の変更を⾏った機関もあった。(p.1-37)

千葉⼤学:令和元年台
⾵15号による停電の⻑
期化に伴う影響と⾵⽔
害に関する総合調査
(2020年3⽉)pp.1－
36,1－37

・停電で空調は全部ストップして，断⽔状態。貯⽔は数時間でなくなる。⾷料は半分し
かない。全く蒸し⾵呂状態になっていて，複数の患者が熱中症症状でヒーヒーいっている。

厚⽣労働省 難病患者
の⽀援体制に関する研
究班:平時に創る難病
在宅⼈⼯呼吸器使⽤
者等の災害時の備えと
⽀援ネットワ－ク(2019
年12⽉)p.9

352．論点② ⼤規模停電による消費者影響について

(5)病院・⾼齢者施設利⽤における影響
⼤規模停電による消費者への影響 参考⽂献
＜要約＞
北海道胆振東部地震では，
・北海道札幌市にある特別養護⽼⼈ホ－ム(4 階建て，定員104 名)では，ブラックア
ウトの影響より照明，エアコン，冷蔵庫，エレベ－タとも利⽤不可となった。また，ナ－
スコ－ルも利⽤できなくなった。

⼀般財団法⼈ ⽇本総
合研究所:⾼齢者施
設・事業所が災害時の
停電・断⽔に備えるため
に(2020年3⽉)p.4
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362．論点② ⼤規模停電による消費者影響について

(5)病院・⾼齢者施設利⽤における影響
⼤規模停電による消費者への影響 参考⽂献
＜要約＞
令和元年台⾵第15号では，
・千葉県君津市にある特別養護⽼⼈ホ－ム(3階建て，定員 80 名)では，台⾵によ
る停電の影響でエレベ－タが利⽤不可，照明，エアコン，冷蔵庫がポ－タブル発電機
を利⽤して⼀部稼働できた。また，医療ケアが必要な⼊所者に1名つき1台ポ－タブル
発電機を配置した。

⼀般財団法⼈ ⽇本総
合研究所:⾼齢者施
設・事業所が災害時の
停電・断⽔に備えるため
に(2020年3⽉)p.5

372．論点② ⼤規模停電による消費者影響について

(5)病院・⾼齢者施設利⽤における影響
⼤規模停電による消費者への影響 参考⽂献
＜要約＞
・令和元年台⾵第15号では，
千葉県君津市にあるグル－プホ－ム(2階建て，定員18名)では，台⾵による停電の
影響で照明，冷蔵庫，エアコン，エレベ－タとも利⽤不可となった。ポ－タブル発電機
で扇⾵機を循環させた。

⼀般財団法⼈ ⽇本総
合研究所:⾼齢者施
設・事業所が災害時の
停電・断⽔に備えるため
に(2020年3⽉)p.6
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382．論点② ⼤規模停電による消費者影響について

(5)病院・⾼齢者施設利⽤における影響
⼤規模停電による消費者への影響 参考⽂献
・今回の台⾵による設備への直接的な被害は，室外機の転倒・破損が挙げられた。
この被害によりエアコンが故障し病室の温度が上昇した。胚培養室の温度も上昇し，
胚の管理にも影響が⽣じた。

千葉⼤学:令和元年台
⾵15号による停電の⻑
期化に伴う影響と⾵⽔
害に関する総合調査
(2020年3⽉)p.1－
38

・ライフライン機能被害の有無に関わらず，代替設備の保有について調査したところ全体
の 70％(61 機関)が何らかの代替設備を保有していると回答した。

千葉⼤学:令和元年台
⾵15号による停電の⻑
期化に伴う影響と⾵⽔
害に関する総合調査
(2020年3⽉)p.1－
39

392．論点② ⼤規模停電による消費者影響について

(5)病院・⾼齢者施設利⽤における影響
⼤規模停電による消費者への影響 参考⽂献
・⾮常⽤⾃家発電設備のための燃料確保が困難であった。停電時に対応できる給油所
が少なく，特に重油を取り扱っている事業所が少なかった。

千葉⼤学:令和元年台
⾵15号による停電の⻑
期化に伴う影響と⾵⽔
害に関する総合調査
(2020年3⽉)p.1－
25

・今回の断⽔，停電は，予想を上回る⻑期であった。発電機などの準備はあったが，
⼀⽇⾜らずで燃料が切れた。

⼩⽥利勝・増本康平
(神⼾⼤学⼈間発達環
境学研究科)，植⽊章
三・⼩渕⾼志・⿊沢⿇
美(東北⽂化学園⼤
学)，東⾕篤志(東北
⼤学⽣命科学研究
科):⾼齢者福祉施設
の災害対応⾏動と防災
対策をめぐる課題 －宮
城県内の⾼齢者福祉
施設に対する郵便調査
の結果から－(2013年
7⽉)

・病院や官公庁舎など継続的な電⼒供給が必要な重要施設については，⾮常⽤電源
の導⼊と⼗分な燃料の確保が課題となった。

内閣府 令和元年台
⾵第15号・第19 号を
はじめとした⼀連の災害
に係る検証チ－ム:令和
元年台⾵第15号・第
19号をはじめとした⼀連
の災害に係る検証レポ
－ト(最終とりまと
め)(2020年3⽉)
.9-10
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402．論点② ⼤規模停電による消費者影響について

⼤規模停電による消費者への影響 参考⽂献
・北海道胆振東部地震後には，全道的な⼤規模停電が数⽇にわたり発⽣したことにより，
外国⼈観光客⾃⾝が，主体的に情報を取得する⼿段となるスマ－トフォン等，情報端
末のバッテリ－切れの問題や，情報不⾜による不安につながっていた。(p.8)
・外国⼈観光客へ対応を⾏う関係機関等には，⼀般的なオフィスビルに⼊居している場
合も多く，停電により建物⾃体への⼊館ができなかったケースや，⾮常⽤電源がないため
電気・電話が使⽤できないケースなどがあった。(p.8)
・停電発⽣に伴う現状にも含まれる課題であるが，⼤規模停電により宿泊施設が利⽤で
きなくなり，⾏き先を失う外国⼈観光客が発⽣する⼀⽅，通信⼿段が限られ，外国⼈
観光客への情報提供に苦慮する事態となった。(p.9)

国⼟交通省 北海道運
輸局:⼤規模地震等に
備えた外国⼈観光客へ
の情報集約・提供⽅法
に関するガイドライン
(2019年3⽉)pp.8－
9

(6)避難(外国⼈)⾏動への影響

 外国⼈観光客の情報取得⼿段であるスマ－トフォン等の情報端末のバッテリ－切れ，情報不⾜が不
安につながっていた。

 電⼒不⾜によりスマ－トフォンの充電ができなかった。
 宿泊施設が利⽤できなくなり，⾏き先を失う外国⼈が発⽣した。

⾚字:消費者及び⽣活基盤への影響

412．論点② ⼤規模停電による消費者影響について

⼤規模停電による消費者への影響 参考⽂献
・2019年9⽉8⽇深夜から 9⽇にかけて関東地⽅を縦断した台⾵15号の影響により，
成⽥国際空港(以下，成⽥空港)へのアクセス交通が途絶したため，⼀時最⼤で1万7
千⼈に及ぶ利⽤客が空港内で⾜⽌めを余儀なくされた。
・内閣府の公表資料1)によれば，航空網への直接的な影響として，8⽇に132便(全
⽇空30便，⽇本航空47便，その他55便) ，翌9⽇に236便(全⽇空73便，⽇本
航空70便，その他93便)の⽋航が発⽣した。(p.6－1)
・アクセス交通の全⾯的な運⾏再開は10⽇朝からとなり，9⽇から10⽇にかけて空港内
で⼀夜を明かした利⽤者は1万3千⼈にも上った)。(p.6－2)
・暴⾵による倒⽊や架線等の設備被害等の影響で成⽥空港と都⼼とを結ぶ交通アクセ
スは完全に⿇痺した。(p.6－7)

千葉⼤学:令和元年
台⾵15号による停電
の⻑期化に伴う影響
と⾵⽔害に関する総
合調査(2020年3
⽉)pp.6－1,6－
2,6－7

(7)帰国⾏動への影響

 航空便の⽋航および停電による交通機能停⽌により，帰国できず空港で⾜⽌めされる利⽤客が多
かった。

 旅⾏の⽇程変更等により負担が増加した。
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422．論点② ⼤規模停電による消費者影響について

⼤規模停電による消費者への影響 参考⽂献
・2016年熊本地震では，「今後の旅⾏⽇程がどうなるのか想定ができなかった」33.9%
「すべての⽇程が狂い多額の負担が⽣じた」29.6%。

株式会社サ－ベイリ
サ－チセンタ－:熊本
地震における訪⽇⽇
本国内⾮居住者旅
⾏者の避難⾏動に関
する調査(2016年4
⽉)p.2

(7)帰国⾏動への影響

432．論点② ⼤規模停電による消費者影響について

(8)情報確保(⽇本⼈)における影響

 テレビ利⽤不可や，携帯電話やスマホのバッテリ－切れにより，情報確保ができなかった。
 基地局の停電により，携帯電話がつながらない。
 アクセスの集中や障害によって，電⼒会社のホ－ムペ－ジ上で停電情報や復旧状況を確認できない

状況となり，住⺠等の停電復旧状況の確認に⽀障が⽣じることとなった。

⼤規模停電による消費者への影響 参考⽂献
＜要約＞
・電源喪失や通信障害によって，情報確保に必要なテレビや携帯・スマホが利⽤できな
いことが問題であった。

株式会社サ－ベイリサ
－チセンタ－:2019
年・台⾵15号に関する
停電等に対するアンケ
－ト(2019年9⽉)p.8

⾚字:消費者及び⽣活基盤への影響
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442．論点② ⼤規模停電による消費者影響について

(8)情報確保(⽇本⼈)における影響

⼤規模停電による消費者への影響 参考⽂献
＜要約＞
・通信関係では，固定電話の回線多数が被害。
・基地局の伝送路断及び停電の原因より停波が発⽣し，携帯電話がつながらない。
※下に，参考⽂献から図表の⼀部を抜粋し記載。

内閣府 ⾮常災害対
策本部 :令和元年台
⾵第19 号等に係る被
害状況等について
(2019年10⽉13⽇
13:00現在)
pp.12-16

452．論点② ⼤規模停電による消費者影響について

(8)情報確保(⽇本⼈)における影響

⼤規模停電による消費者への影響 参考⽂献
内閣府 ⾮常災害対
策本部 :令和元年台
⾵第19 号等に係る被
害状況等について
(2019年10⽉13⽇
13:00現在)
pp.12-16
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462．論点② ⼤規模停電による消費者影響について

(8)情報確保(⽇本⼈)における影響

⼤規模停電による消費者への影響 参考⽂献
内閣府 ⾮常災害対
策本部 :令和元年台
⾵第19 号等に係る被
害状況等について
(2019年10⽉13⽇
13:00現在)
pp.12-16

472．論点② ⼤規模停電による消費者影響について

(8)情報確保(⽇本⼈)における影響

⼤規模停電による消費者への影響 参考⽂献
内閣府 ⾮常災害対
策本部 :令和元年台
⾵第19 号等に係る被
害状況等について
(2019年10⽉13⽇
13:00現在)
pp.12-16
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482．論点② ⼤規模停電による消費者影響について

(8)情報確保(⽇本⼈)における影響

⼤規模停電による消費者への影響 参考⽂献
・2019年9⽉に上陸した台⾵15号で千葉県内を中⼼に固定回線の不通や携帯電話
の停波が相次いだことを教訓に，各社とも通常の台⾵襲来時より早期に対策を始めた。

⽇経XTECH︓固定・
携帯通信各社が台⾵
19号に早めの備え，
15号の教訓踏まえ
(2019年10⽉)

492．論点② ⼤規模停電による消費者影響について

(8)情報確保(⽇本⼈)における影響

⼤規模停電による消費者への影響 参考⽂献
＜要約＞
・今回の地震停電で困ったことのうち停電に関するものとして，充電できない，電気のな
い⽣活，携帯電話が繋がらないという回答が多数。

室蘭⼯業⼤学:平成
30年北海道胆振東
部地震地震発⽣時の
⾏動アンケ－ト(2018
年12⽉)p.27
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502．論点② ⼤規模停電による消費者影響について

(8)情報確保(⽇本⼈)における影響

⼤規模停電による消費者への影響 参考⽂献

・発災当初は，アクセスの集中や障害によって，北海道電⼒のホ－ムペ－ジ上で停電情
報や復旧状況を確認できない状況となり，特に停電情報システムの復旧が9⽉11⽇16
時30分となったことから，住⺠等の停電復旧状況の確認に⽀障が⽣じることとなった。

平成30年北海道胆
振東部地震災害検
証委員会:平成30年
北海道胆振東部地
震災害検証報告書
(2019年5⽉)p.110

・ラジオ放送については，停電によって停波が発⽣した放送局があったものの，発電機の
再起動または持ち込み等の処置により2時間以内に全ての放送局が復旧した。
・また，コミュニティ放送についても，停電による停波があった10局は，9⽉6⽇午前中ま
でに復旧を完了した。

平成30年北海道胆
振東部地震災害検
証委員会:平成30年
北海道胆振東部地
震災害検証報告書
(2019年5⽉)p.101

512．論点② ⼤規模停電による消費者影響について

⼤規模停電による消費者への影響 参考⽂献
・台⾵の襲来後に，知りたいと思っていた情報では，「電気の復旧の⾒通し」が 85.8%
と最も多い。(p.9)
・情報⼊⼿の役に⽴ったものでは，「ラジオ放送」(33.0%)が最も多かった。(p.10)

株式会社サ－ベイリサ
－チセンタ－:2019
年・台⾵15号に関する
停電等に対するアンケ
－ト(2019年9
⽉)pp.9-10

(8)情報確保(⽇本⼈)における影響
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522．論点② ⼤規模停電による消費者影響について

⼤規模停電による消費者への影響 参考⽂献
＜要約＞
・停電の際に電話をかけた相⼿は，離れた地域の親戚・友⼈(46.2%)＞同じ地域の
親戚・友⼈(42.8%)＞電⼒会社のコールセンター(18.9)＞⾃治体・役所(16.2%)。

東京電⼒パワーグリッド
株式会社︓台⾵15・
19号の停電に関するア
ンケート調査※東京電
⼒パワーグリッド提供

(8)情報確保(⽇本⼈)における影響

532．論点② ⼤規模停電による消費者影響について

⼤規模停電による消費者への影響 参考⽂献
＜要約＞
・電⼒会社(コールセンター)に電話した理由は，「早く復旧作業に来てほしかったから」
(38.4％)，「情報を得るには電話で問い合わせた⽅が早いと思ったから」(35.4％)，
「テレビやラジオなどより詳しい情報が知りたかったから」(30.3％)など。

東京電⼒パワーグリッド
株式会社︓台⾵15・
19号の停電に関するア
ンケート調査※東京電
⼒パワーグリッド提供

(8)情報確保(⽇本⼈)における影響
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542．論点② ⼤規模停電による消費者影響について

⼤規模停電による消費者への影響 参考⽂献
＜要約＞
・電⼒会社のコールセンターに電話を掛けたタイミングは，「停電発⽣後3時間以内」
(23.2％)，「6時間以内」(22.2％)，「停電発⽣後すぐ」(19.2％)。

東京電⼒パワーグリッド
株式会社︓台⾵15・
19号の停電に関するア
ンケート調査※東京電
⼒パワーグリッド提供

(8)情報確保(⽇本⼈)における影響

552．論点② ⼤規模停電による消費者影響について

⼤規模停電による消費者への影響 参考⽂献
＜要約＞
・電⼒会社(コールセンター)に電話しなかった理由は，「少し時間が経てば停電復旧すると
思ったから」(30.7%)，「予想よりも停電が短かったから」(20.3%)。

東京電⼒パワーグリッド
株式会社︓台⾵15・
19号の停電に関するア
ンケート調査※東京電
⼒パワーグリッド提供

(8)情報確保(⽇本⼈)における影響
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562．論点② ⼤規模停電による消費者影響について

(9)情報確保(外国⼈)への影響

⼤規模停電による消費者への影響 参考⽂献
・北海道胆振東部地震後には，全道的な⼤規模停電が数⽇にわたり発⽣したことによ
り，外国⼈観光客⾃⾝が，主体的に情報を取得する⼿段となるスマ－トフォン等，情
報端末のバッテリ－切れの問題や，情報不⾜による不安につながっていた。(p.8)
・市街地では，充電サ－ビスも各所で展開されたが，こうした情報をスム－ズに外国⼈
観光客に伝える⼿段がなかった。(p.8)
・スマ－トフォンの充電場所，医療機関に関する情報が⼊⼿できなかった(p.9)

国⼟交通省 北海道
運輸局:⼤規模地震
等に備えた外国⼈観
光客への情報集約・
提供⽅法に関するガ
イドライン(2019年3
⽉)pp.8-9

 外国⼈観光客はスマ－トフォン等の情報端末に情報収集を依存しているため電池切れにより，情報
収集ができないという問題が発⽣した。

⾚字:消費者及び⽣活基盤への影響

57

 停電による消費者影響は「消費者及び⽣活基盤への影響」と「産業基盤を介した影響」に分類できた。
 ⼀般消費者視点としては「消費者及び⽣活基盤への影響」について，論点③「⼤規模停電に対する消

費者の⾃衛策」，論点④「社会全体の備え」と論点⑤「災害時の情報発信のあり⽅」を整理する。

2．論点② ⼤規模停電による消費者影響について(まとめ)

消費者及び⽣活基盤への影響 産業基盤を介した影響
 最⼤の困りごとは携帯電話等の充電。
 電池やモバイルバッテリ－等のほしいものが買えな

い，電⼦マネ－が使えない。
 避難所では情報確保するための携帯電話の充

電(安否確認・災害情報取得)に困っていた。
 ⾔葉の通じない外国⼈観光客はあらゆる情報を

スマ－トフォンから収集しているため電池切れによ
り，情報収集ができないという問題が発⽣した。

 照明，冷蔵庫，ナ－スコ－ルも利⽤できなく
なった。

 停電による医療機器の使⽤制限となり受診でき
なくなった。

 酸素吸⼊器電源喪失により⼈命に影響を与え
る事象も発⽣。

 エアコンが停⽌し熱中症となった。
 避難するにあたって，停電によるエレベ－タ－停

⽌などにより⾼齢者の移動⼿段に課題がある。

 インフラ供給の停⽌により，「洗濯」，「通信」，
「⼊浴」，「料理」，「⽤便」，「洗⾯」などに⽀障
がでた。

 断⽔による熱中症
 信号滅灯による事故の危険性
 公共交通⼿段が使えず，移動が制限される。
 公共交通機関の停⽌や⾃宅被災により帰宅でき

ない。(帰宅困難者)
 通信⼿段がない場合，帰宅困難者であることを

家族等へ伝えることができなかった。
 断⽔や通信不良により医療機器の使⽤制限とな

り受診できなくなった。
 航空便の⽋航および停電による交通機能停⽌に

より，帰国できず空港で⾜⽌めされる観光客が
多かった。

 旅⾏の⽇程変更等により負担が増加した。
 基地局の停電により，携帯電話がつながらない。
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583．論点③④ 調査⽅針

 論点②の「消費者及び⽣活基盤への影響」に対して，論点③「⼤規模停電に対する消費者の⾃衛
策」，論点④「⼤規模停電に対する社会全体の備え」として，代替電源を中⼼に事例等の調査を⾏う。
加えて，代替電源以外の事例等についても可能な限り調査を進めていく。

No 論点②消費者及び⽣活基盤への影響 論点③⾃衛策と論点④社会全体の備え
代替電源 代替電源以外

1 最⼤の困りごとは携帯電話等の充電。

・モバイルバッテリ－
・蓄電池
・コ－ジェネレ－ションシ
ステム
・可搬型⾃家発電機
・電気⾃動⾞
・太陽光発電システム
・⾮常⽤⾃家発電設備
・移動電源⾞

・加⼊電話，公衆電話
・ラジオ，防災ラジオ
・現⾦
・病院内巡回強化
・予備ボンベ
・保冷剤，スト－ブ等
・担架

2 電池やモバイルバッテリ－等のほしいものが買えない，電⼦マネ
－が使えない。

3 避難所では情報確保するための携帯電話の充電(安否確認・
災害情報取得)に困っていた。

4
⾔葉の通じない外国⼈観光客はあらゆる情報をスマ－トフォン
から収集しているため電池切れにより，情報収集ができないとい
う問題が発⽣した。

5 照明，冷蔵庫，ナ－スコ－ルが利⽤できなくなった。

6 停電による医療機器の使⽤制限となり受診できなくなった。

7 酸素吸⼊器電源喪失により⼈命に影響を与える事象も発⽣。

8 エアコンが停⽌し熱中症となった。

9 避難するにあたって，停電によるエレベ－タ－停⽌などにより⾼
齢者の移動⼿段に課題がある。

593．論点③ ⼤規模停電に対する⼀般消費者の⾃衛策

 ⽂献調査を実施した結果，⼀般消費者の⾃衛策として以下の6つの代替電源をまとめた。出⼒・容量，
稼働条件，費⽤の⾯で多様な対策がある。
①モバイルバッテリー，②蓄電池，③コージェネレーションシステム，④発電機（ポータブル発電機）
⑤電気⾃動⾞，⑥太陽光発電システム

 停電に対する事前準備としては，懐中電灯・ロ－ソクの⽤意，⼾締りが多数な中，携帯電話などの電
⼦機器の充電，予備のバッテリ－⽤意も挙げられている。⼀⽅で，⾃家⽤発電機，ソ－ラ－パネルと
いった⼤型電源の準備はあまりされていなかった。
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603．論点③ ⼤規模停電に対する⼀般消費者の⾃衛策

(1)⼀般消費者の⾃衛策

⼀般消費者の⾃衛策 参考⽂献
＜要約＞
・停電に対する事前準備としては，懐中電灯・ロ－ソクの⽤意，⼾締りが多数な中，携
帯電話などの電⼦機器の充電，予備のバッテリ－⽤意も挙げられている。
・⼀⽅で，⾃家⽤発電機，ソ－ラ－パネルといった⼤型電源の準備はあまりされていな
かった。

株式会社サ－ベイリサ
－チセンタ－:2019
年・台⾵15号に関する
停電等に対するアンケ
－ト(2019年9
⽉)p.6

613．論点③ ⼤規模停電に対する⼀般消費者の⾃衛策

(1)⼀般消費者の⾃衛策

⼀般消費者の⾃衛策 参考⽂献
＜要約＞
・今後，台⾵の前に対策をすべきと認識されているものとして，飲料⽔・⾷料の備蓄，
懐中電灯やロ－ソクの⽤意に次いで，携帯電話・パソコンの充電，携帯電話の予備
バッテリ－の⽤意が挙げられている。

株式会社サ－ベイリサ
－チセンタ－:2019
年・台⾵15号に関する
停電等に対するアンケ
－ト(2019年9
⽉)p.11
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623．論点③ ⼤規模停電に対する⼀般消費者の⾃衛策

⼀般消費者の⾃衛策 参考⽂献
＜要約＞
家庭での備えのうち，
・特に役に⽴った家庭の備品:照明(55.1%)，ラジオ(50.7%)，携帯電話等の予備
バッテリ－(24.0%)
・事前に⽤意していた備蓄品:照明(67.3%)，ラジオ(59.5%)，カセットコンロ
(50.8%)，携帯電話等の予備バッテリ－(48.6%)
・新たに⽤意した備蓄品:携帯電話等の予備バッテリ－(52.8%)，飲料⽔(40.1%)，
⾮常⾷(38.6%)

札幌市:平成30年北
海道胆振東部地震
対応検証報告書
(2019年3
⽉)pp.3,6

(1)⼀般消費者の⾃衛策

633．論点③ ⼤規模停電に対する⼀般消費者の⾃衛策

⼀般消費者の⾃衛策 参考⽂献

＜要約＞
・今後気を付けるべきこととしては，備蓄，断⽔対策，冬季対策など上位に次いで，モ
バイルバッテリーの購⼊が挙がっている。

室蘭⼯業⼤学:平成
30年北海道胆振東
部地震地震発⽣時の
⾏動アンケ－ト
(2018年12⽉)p.27

(1)⼀般消費者の⾃衛策
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643．論点③ ⼤規模停電に対する⼀般消費者の⾃衛策

⼀般消費者の⾃衛策 参考⽂献

・2018年における世帯の情報通信機器の保有状況をみると，「モバイル端末全体」
(95.7%)の内数である「スマ－トフォン」は79.2%となり，「パソコン」(74.0%)を上回っ
ている。(p.252)
・2018年における個⼈のモバイル端末の保有状況をみると，「スマ－トフォン」の保有者
の割合が64.7%となっており，「携帯電話・PHS」(26.3%)よりも38.4ポイント⾼くなっ
ている。(p.253)

総務省:情報通信⽩
書令和元年版 第2
部基本デ－タと政策動
向 第2節ICTサ－ビ
スの利⽤動向(2019
年7⽉)pp.252-253

・「携帯電話⽤モバイルバッテリ－」の準備をしている⼈は，2018年から増加しており
2020年で2割を超えた。
・年代が上がるに伴い，各種備えの割合は⾼まる様⼦。
・⼀⽅，「携帯電話⽤モバイルバッテリ－」は年代の増加とともに減少する様⼦。

NTTドコモ モバイル社
会研究所HP:モバイル
社会⽩書Web版
2020年版

・スマ－トフォン所有者(N＝342)スマ－トフォン⽤モバイルバッテリ－について聞いたところ，
26.6%の⼈が「所有していて，常に持ち歩いている」，26.9%の⼈が「所有しているが
普段はあまり持ち歩いていない」と回答した。

ＭＭＤ研究所:HP 調
査デ－タ(2015年6
⽉)

(2)対策 ①モバイルバッテリ－

653．論点③ ⼤規模停電に対する⼀般消費者の⾃衛策

(2)対策 ②蓄電池

⼀般消費者の⾃衛策 参考⽂献

＜要約＞
・住宅⽤蓄電システムの普及台数:約4万6,000台(2017実績)，6万9,890台(2018
推計)，15万8,400台(2023年予測)

省エネプラス:HP 蓄電
池の普及率は前年より
約2倍増︕今後の価
格や動向について解
説︕(2020年2⽉)
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663．論点③ ⼤規模停電に対する⼀般消費者の⾃衛策

(2)対策 ③コ－ジェネレ－ションシステム(エネファ－ム)

⼀般消費者の⾃衛策 参考⽂献
＜要約＞
・停電時でも発電が可能な家庭⽤コ－ジェネレ－ションシステムの設置により，発電継続，
照明や携帯電話の充電ができた。また，給湯の機能を維持できた。

北海道経済部:⼤規
模停電への備え<事例
集>(2018年11
⽉)p.3

673．論点③ ⼤規模停電に対する⼀般消費者の⾃衛策

(2)対策 ③コ－ジェネレ－ションシステム(エネファ－ム)

⼀般消費者の⾃衛策 参考⽂献
台⾵21号による停電時の活⽤例
・8施設(医療施設や⽼⼈ホ－ム等)で産業⽤コジェネを活⽤
・835世帯でエネファ－ムを活⽤
北海道胆振東部地震による停電時の活⽤例
・23施設(医療施設やホテル等)で産業⽤コジェネを活⽤

経済産業省:平成30
年に発⽣した災害によ
る⼤規模停電発⽣時
における政府の対応に
ついて(2018年10
⽉)p.39

・エネファ－ム普及推進協議体「エネファ－ムパ－トナ－ズ」(事務局:⽇本ガス体エネルギ
－普及促進協議会)は，家庭⽤燃料電池「エネファ－ム」の累積普及台数が 25 万台
を突破したことをお知らせいたします。

エネファ－ム普及推進
協議体「エネファ－ムパ
－トナ－ズ」:家庭⽤
燃料電池「エネファ－
ム」累積 25 万台突
破について (2018年7
⽉)p.1
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683．論点③ ⼤規模停電に対する⼀般消費者の⾃衛策

(2)対策 ④発電機(ポ－タブル発電機)

⼀般消費者の⾃衛策 参考⽂献
※代替電源のひとつとして考えられるが，⼀般消費者(個⼈)における普及状況や災害時
の事例などの情報は収集できず。⾃治体等の事例・情報は論点④に整理。

－

⾮常時の備えにおすすめの発電機
・停電や⾃然災害は，いつ起こるかわかりません。ご家庭⽤に，⾃治体やオフィスの⾮常
⽤電源に，確かな備えは不可⽋です。⾮常時の機動性を重視した，軽量・コンパクト設
計のHonda発電機。⾼品質な電気を供給するインバ－タ－発電機なら，通信も確保で
きます。

本⽥技研⼯業株式
会社:HP ⽤途別のお
すすめ発電機(2021
年3⽉)

⾮常時・防災(家庭⽤)の⾮常⽤電源としておすすめの発電機
・地震や台⾵，⼤雪といった⾃然災害時には停電が起こることもあります。発電機があれ
ば照明や暖房器具，調理器具などの電源を確保することができます。

ヤマハ発動機株式会
社:HP ⽤途別のお
すすめ発電機 ⾮常
時・防災(家庭⽤)の
⾮常⽤電源としておす
すめの発電機(2021
年3⽉)

693．論点③ ⼤規模停電に対する⼀般消費者の⾃衛策

(2)対策 ⑤電気⾃動⾞

⼀般消費者の⾃衛策 参考⽂献
＜要約＞
・台⾵15号では，今後の対策としての電気⾃動⾞の購⼊という選択肢は2.5%に留まっ
ている。

株式会社サ－ベイリサ
－チセンタ－:2019
年・台⾵15号に関す
る停電等に対するアン
ケ－ト(2019年9
⽉)p.11
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703．論点③ ⼤規模停電に対する⼀般消費者の⾃衛策

(2)対策 ⑤電気⾃動⾞

⼀般消費者の⾃衛策 参考⽂献
＜要約＞
・電気⾃動⾞の合計普及台数は，10,948,301台(2019)，電気⾃動⾞の国内総⾃
動⾞数に占める割合では13.3%(2019)。
※1 電気⾃動⾞(※FCV含む):EV，PHV，FCV，HEV
※2 国内総⾃動⾞数: 81,789,318台(2019)

⼀般財団法⼈ 次世
代⾃動⾞振興センタ
－:HP EV等保有台
数統計(2021年)

⼀般財団法⼈ ⾃動
⾞検査登録情報協
会:HP ⾃動⾞保有
台数統計(2020年9
⽉)

713．論点③ ⼤規模停電に対する⼀般消費者の⾃衛策

(2)対策 ⑤電気⾃動⾞

⼀般消費者の⾃衛策 参考⽂献
・経済産業省は，電動⾞の普及促進に向けて，⾃動⾞メ－カ－，エネルギ－関連企
業，電動⾞のユ－ザ－企業等が参画する「電動⾞活⽤社会推進協議会」(本⽇時点
の会員数:127者)を今年7⽉に⽴ち上げました。
・本協議会の下で，11⽉27⽇に，「電動⾞活⽤促進ワ－キンググル－プ」の第⼀回会
合を開催し，災害時における電動⾞の活⽤について議論し，「アクションプラン案」を作成
しました。
・今後，電動⾞の給電⽅法等をわかりやすくまとめた「マニュアル」を作成し，⾃治体，医
療機関，⽼⼈福祉施設等に周知・普及するなど速やかにアクションに着⼿します。

経済産業省:HP
「災害時における電動
⾞の活⽤促進に向け
たアクションプラン案」の
下，具体的なアクショ
ンに着⼿します(2019
年11⽉)
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723．論点③ ⼤規模停電に対する⼀般消費者の⾃衛策

(2)対策 ⑥太陽光発電
⼀般消費者の⾃衛策 参考⽂献
＜要約＞
・太陽光発電設備の設置，蓄電池・ＥＶ等の蓄電機能の整備により，⾷材の保存や
調理，携帯電話の充電等ができた。また，平常通りの⽣活を継続することができた。
・⼀⽅，太陽光発電システムの⾃⽴運転の利⽤が，知識不⾜でできなかった。

北海道経済部:⼤規
模停電への備え<事
例集>(2018年11
⽉)p.2

733．論点③ ⼤規模停電に対する⼀般消費者の⾃衛策

(2)対策 ⑥太陽光発電
⼀般消費者の⾃衛策 参考⽂献
・今般の台⾵による停電において，住宅⽤太陽光発電システムを設置している⽅は，蓄
電池を併設しないケ－スでも約80%が⾃⽴運転機能を利⽤され，停電時に有効に活
⽤できたとの声を多く頂きました。
<⾃⽴運転機能を利⽤された⽅の声>
・冷蔵庫を使うことができたので，中の⾷べ物を腐らせずに済んだ。
・⽇中に冷蔵庫・洗濯機・扇⾵機・テレビが使えた。
・近隣の⽅へ携帯の充電等で貢献できたことが嬉しかった。

太陽光発電協会:HP 
災害時における太陽
光発電の⾃⽴運転に
ついての実態調査結
果(台⾵15
号)(2019年10⽉)
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743．論点③ ⼤規模停電に対する⼀般消費者の⾃衛策

(2)対策 ⑥太陽光発電
⼀般消費者の⾃衛策 参考⽂献
＜要約＞
・台⾵15号では，ソ－ラパネルを設置済みであった割合はわずか4.4%であった。
・今後の対策としてのソ－ラパネルの購⼊という選択肢も4.4%に留まっている。

株式会社サ－ベイリサ
－チセンタ－:2019
年・台⾵15号に関す
る停電等に対するアン
ケ－ト(2019年9
⽉)pp.6,11

753．論点③ ⼤規模停電に対する⼀般消費者の⾃衛策

(2)対策 ⑥太陽光発電
⼀般消費者の⾃衛策 参考⽂献

＜要約＞
・住宅⽤太陽光発電搭載率(PV導⼊件数/⼾建住宅総数)8.3%(237万7,822件
/2,859万8,700⼾)

⼀般社団法⼈ 太陽
光発電協会:太陽光
発電の現状 －制度の
⾒直し検討と成⻑戦
略－ 調達価格等算
定委員会資料(2018
年10⽉)p.4
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763．論点③ ⼤規模停電に対する⼀般消費者の⾃衛策

参考:在宅医療における電源対策

⼀般消費者の⾃衛策 参考⽂献
当法⼈の在宅患者
・在宅患者196名
・156名(80%)が在宅⼈⼯呼吸器
・うち38名(24%)が24時間⼈⼯呼吸器，残り118名(76%)は夜間のみの⼈⼯呼吸
器(いずれもNPPV，気管切開⼈⼯呼吸含む)
・呼吸器以外にも，加温加湿器，吸引器，機械式排痰補助装置，酸素吸⼊器など
電気を必要とする医療機器を多く⽤いる(p.2)

⾃助・共助の内容 延べ 42名(21%)
・⾃宅にあった発電機を使⽤ 8名
・ ガソリン・ボンベ式 3
・ ソ－ラ－ 5
・発電機を借りて⾃宅で使⽤ 8名
・ 近所・知⼈から 4
・ ⽗の職場から 2
・ 福祉事業所 2
・呼吸器バッテリ－以外の蓄電池 10名
・⾃家⽤⾞からの充電 16名(p.13)

医療法⼈稲⽣
会:2019.3.18 厚⽣
労働省医政局地域
医療計画課第8回 在
宅医療及び医療・介
護連携に関するWG
ブラックアウト時の在宅
⼈⼯呼吸器患者への
対応について(2019
年3⽉)pp.2,13

773．論点③ ⼤規模停電に対する⼀般消費者の⾃衛策

参考:在宅医療における電源対策

⼀般消費者の⾃衛策 参考⽂献

＜要約＞
・⼈⼯呼吸器に内部バッテリ-を搭載していない⼈が34.8%，⼈⼯呼吸器に外部バッテリ
－を保有していない⼈が36.9%，発電機を保有している⼈が11.1%，⾜踏み式の吸
引器を保有する⼈が12.1%であった。

⽴命館⼤学⽣存学
研究所 酒井美和:
⼈⼯呼吸器使⽤者の
停電への備えに関する
調査の結果について
(東京都)(2012年5
⽉)p.165
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783．論点③ ⼤規模停電に対する⼀般消費者の⾃衛策

参考:在宅医療における電源対策

⼀般消費者の⾃衛策 参考⽂献
＜要約＞
・侵襲的⼈⼯呼吸器装着者のうち，バッテリ－の所有率は78%，発動発電機の所有
率は38%であった。
・⾮侵襲的⼈⼯呼吸器装着者のうち，バッテリの所有率は26%，発動発電機の所有
率は7%であった。

浜松医科⼤学医学部
付属病院:医療福祉
⽀援センタ－ニュ－ス
かけはし
Vol.30(2019年10
⽉)

794．論点④ ⼤規模停電に対する社会全体の備え

(1)⾏政・学校・その他における代替電源

【①⾏政】
 全国⾃治体における⾮常⽤電源の設置が進んでいる

都道府県で47/47(100%)，市町村で1,613/1,741(92.6%)。
また，稼働時間72 時間以上に限定すると，都道府県で42/47(89.4%)，市町村で
717/1,613(44.5%)となっている。

 国，地⽅公共団体は，⼗分な期間(最低3⽇間)の発電が可能となるような燃料の備蓄等を⾏う。
 経済産業省は災害時の電気⾃動⾞の活⽤を促進しており，マニュアルを公表している。
 ⾃治体によっては，⾃動⾞メ－カ－と災害協定を締結し，電気⾃動⾞を公⽤⾞として通常は使⽤し

災害時には，電源として役⽴てている。
 ⼈命救助の観点で重要な「72時間」は，外部からの供給なしで⾮常⽤電源を稼働可能とする措置が

望ましい。停電の⻑期化に備え，1週間程度は災害対応に⽀障がでないよう準備することが望ましい。
法令による燃料備蓄の制限もあることから，燃料販売事業者等との供給協定の検討も必要。

【②学校】
 避難所に指定されている学校において，⾮常⽤発電機等を設置している学校は 18,468校

(60.9%)

【③その他】
 その他⺠間企業・施設において，太陽光発電，移動電源⾞，コ－ジェネレ－ションシステムなどを活

⽤し，緊急避難所・簡易避難所として開設したり，携帯電話等充電サ－ビスを提供したりすることに
より，消費者を⽀援。
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804．論点④ ⼤規模停電に対する社会全体の備え

(1)⾏政・学校・その他における代替電源 ①⾏政

社会全体の備え 参考⽂献
＜要約＞
・全国の⾃治体で⾮常⽤電源を備えているのは，都道府県で47/47(100%)，市町
村で1,613/1,741(92.6%)であった。
・また，稼働時間72 時間以上に限定すると，都道府県で42/47(89.4%)，市町村
で717/1,613(44.5%)となっている。

総務省 消防庁:地⽅
公共団体における業務
継続性確保のための
⾮常⽤電源に関する
調査結果(2019年12
⽉)

814．論点④ ⼤規模停電に対する社会全体の備え

(1)⾏政・学校・その他における代替電源 ①⾏政
社会全体の備え 参考⽂献
1 ⾃家発電設備の有無
・本庁舎に⾃家発電設備が有る，または貸与契約をしていると回答したのは，151 市
町村である。(p.26)
・⾃家発電機等を活⽤して充電サ－ビス(携帯・スマ－トフォン)を実施したと回答したのは，
136 市町村である。(p.27)
○主な検討内容(例)
・情報発信⽅法，⼿段の多様化(誤報等への対応)
・電⼒供給の緊急性を要する施設，設備の把握
・⾮常⽤発電機から電源を供給できる設備の追加
・⽼朽化した⾃家発電機の更新
・庁舎建替えに合わせた，⼤型⾃家発電機の設置
・⼩型発電機の運⽤による充電ステ－ション等の開設
・⾮常時の燃料供給に係る地⽅⽯油協同組合との協定締結
・⾮常時の燃料供給に係る地⽅⽯油協同組合との協定に基づく連絡系統の再確認
・公共施設の集中エリアを対象とした，⾃⽴・分散型エネルギ－システムの導⼊による停
電時の電⼒対応(p.27)

北海道経済部:⼤規
模停電への備え<事
例集>(2018年11
⽉)pp.26-27

・昨年9⽉の胆振東部地震から間もなく1年を迎えるが，その地震直後に発⽣した全市
的な停電の経験を踏まえ，今年度，避難所の電源対策を強化している。取り組みにつ
いては，拠点となる避難所を中⼼に，⾮常⽤⾃家発電設備の整備とポ－タブル発電機
の配備を進めており，さらには，町会要望に伴うポ－タブル発電機の貸与を進めている。

北海道岩⾒沢市:災
害時の電源確保につ
いて(2019年7
⽉)p.1
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824．論点④ ⼤規模停電に対する社会全体の備え

(1)⾏政・学校・その他における代替電源 ①⾏政

社会全体の備え 参考⽂献
・国，地⽅公共団体等は，燃料，発電機，建設機械(⽕⼭災害においては除灰機材
を含む。)等の応急・復旧活動時に有⽤な資機材について，地域内の備蓄量，公的機
関・供給事業者等の保有量を把握した上で，不⾜が懸念される場合には，関係機関
や⺠間事業者との連携に努めるものとする。なお，燃料については，あらかじめ，⽯油販
売業者と，燃料の優先供給について協定の締結を推進するとともに，平時から受注機
会の増⼤などに配慮するよう努めるものとする。(p.20)

・国，公共機関，地⽅公共団体及び災害拠点病院等災害応急対策に係る機関は，
保有する施設・設備について，代替エネルギ－システムや電動⾞の活⽤を含め⾃家発電
設備，LP ガス災害⽤バルク，燃料貯蔵設備等の整備を図り，⼗分な期間(最低3⽇
間)の発電が可能となるような燃料の備蓄等を⾏い，平常時から点検，訓練等に努める
ものとする。(p.27)

・国，地⽅公共団体等は，燃料，発電機，建設機械等の応急・復旧活動時に有⽤
な資機材について，地域内の備蓄量，公的機関・供給事業者等の保有量を把握した
上で，不⾜が懸念される場合には，関係機関や⺠間事業者との連携に努めるものとす
る。(p.212)

中央防災会議:防災
基本計画(2020年5
⽉)pp.20,27,212

834．論点④ ⼤規模停電に対する社会全体の備え

(1)⾏政・学校・その他における代替電源 ①⾏政

社会全体の備え 参考⽂献
・経済産業省は，電動⾞の普及促進に向けて，⾃動⾞メ－カ－，エネルギ－関連企
業，電動⾞のユ－ザ－企業等が参画する「電動⾞活⽤社会推進協議会」(本⽇時点
の会員数:127者)を今年7⽉に⽴ち上げました。
・本協議会の下で，11⽉27⽇に，「電動⾞活⽤促進ワ－キンググル－プ」の第⼀回会
合を開催し，災害時における電動⾞の活⽤について議論し，「アクションプラン案」を作成
しました。
・今後，電動⾞の給電⽅法等をわかりやすくまとめた「マニュアル」を作成し，⾃治体，医
療機関，⽼⼈福祉施設等に周知・普及するなど速やかにアクションに着⼿します。

経済産業省:HP
「災害時における電動
⾞の活⽤促進に向け
たアクションプラン案」の
下，具体的なアクショ
ンに着⼿します(2019
年11⽉)
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844．論点④ ⼤規模停電に対する社会全体の備え

(1)⾏政・学校・その他における代替電源 ①⾏政

社会全体の備え 参考⽂献
・⽇産⾃動⾞は2019年8⽉30⽇，2019年度内に⾃治体などと結ぶ防災協定を現在
の3倍となる30件に増やすと発表した。電気⾃動⾞(EV)を公⽤⾞などに使ってもらい，
災害時には電源として役⽴てる。
・三菱⾃動⾞も同⽇，災害時に電動⾞を貸し出す防災プログラムを始めた。社会貢献を
通じて電動⾞固有の機能や価値を知ってもらい，普及を後押しする。

⽇本経済新聞:HP 
⽇産や三菱⾃ ⾃治
体と防災協定 EVな
ど電源に活⽤ (2019
年8⽉)

854．論点④ ⼤規模停電に対する社会全体の備え

社会全体の備え 参考⽂献
2 ⾮常⽤電源の稼働時間について
・ 「⼤規模災害発⽣時における地⽅公共団体の業務継続の⼿引き」(平成 28 年2⽉
内閣府(防災担当))において，「72 時間は，外部からの供給なしで⾮常⽤電源を稼動
可能とする措置が望ましい。」とされていることから，発災直後からの応急対策の重要性に
鑑み，⼤規模な災害が発⽣した場合には物資の調達や輸送が平常時のようには実施で
きないという認識の下，72 時間は外部からの供給なしに⾮常⽤電源を稼動できるよう，
あらかじめ燃料等を備蓄しておくこと。
・また，停電の⻑期化に備え，1週間程度は災害対応に⽀障がでないよう準備することが
望ましく，その際，軽油，重油等の燃料の備蓄量等は，消防法，建築基準法等により
制限される場合もあるため，あらかじめ燃料販売事業者等との優先供給に関する協定の
締結を進めること。

総務省 消防庁:地
⽅公共団体における
業務継続性確保のた
めの⾮常⽤電源に関
する調査結果(2019
年12⽉)

(1)⾏政・学校・その他における代替電源 ①⾏政
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864．論点④ ⼤規模停電に対する社会全体の備え

社会全体の備え 参考⽂献
・引⽕性物質や爆発性物質の危険性を有しているものは危険物として定められています
が消防法では貯蔵量についての指定数量が定められています。
・発電設備の燃料となる第4類危険物についての指定数量は下記表のとおりです。
種類 品名指定数量
第4類 第1⽯油類(ガソリン等) 200Ｌ

第2⽯油類(軽油，灯油等) 1,000Ｌ
第3⽯油類(重油等) 2,000Ｌ
第4⽯油類(ギヤー油，シリンダ－油等) 6,000L

指定数量以上の貯蔵・取扱いを⾏う場合
・危険物施設の設置⼜は変更に係る許可申請，危険物施設の完成に係る検査申請の
⼿続きを要します。
指定数量の1/5以上指定数量未満の場合
・少量危険物等の届け出となります

ロジェエイティブ:HP ⾃
家発電設備に使⽤さ
れる液体燃料の危険
物規制(2017年10
⽉)

(1)⾏政・学校・その他における代替電源 ①⾏政

※複数品⽬を同⼀箇所で取り扱う場合
・第1〜4⽯油類がそれぞれに満たなくとも，消防法第10条第2項に規定する計算⽅法にて倍数が1を超える場合は危険物施設扱い。

874．論点④ ⼤規模停電に対する社会全体の備え

(1)⾏政・学校・その他における代替電源 ①⾏政
社会全体の備え 参考⽂献
・外国⼈観光客にとって，重要な情報収集⼿段であるスマ－トフォン等の充電希望者が
⾮常に多い中，札幌駅観光案内所では，全てのコンセントを充電⽤に開放し，⾮常に
好評だった。

国⼟交通省 北海道
運輸局:⼤規模地震
等に備えた外国⼈観
光客への情報集約・
提供⽅法に関するガイ
ドライン(2019年3
⽉)p.8
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884．論点④ ⼤規模停電に対する社会全体の備え

(1)⾏政・学校・その他における代替電源 ①⾏政

社会全体の備え 参考⽂献
・台⾵19号等による⾃家発電設備の異常・被害等の報告があったものは55台であり，こ
のうち浸⽔による被害については45台，停電時の稼働不良については不始動が3台，
異常による停⽌が3台でした。河川等の⽔害を除いた停電地区において設置されている
⾃家発電設備としてはほとんどが正常に機能し，機能維持されていたものと考察されます。

⼀般社団法⼈⽇本内
燃⼒発電設備協会
会⻑ 今永隆:「令和
元年台⾵第19号」等
による⾮常⽤⾃家発
電設備の稼働・被害
状況報告について
(2019年12⽉)

・屋外のキュ－ビクルと⾮常⽤発電設備の周囲をコンクリ－ト壁で囲い，庁内１階に設
置してあった蓄電池を2階に移設。

茨城県常総市⻑ 神
達岳志:防災先進都
市を⽬指して 〜関
東・東北豪⾬災害を
教訓とした防災・減災
の取り組み〜 p.15

894．論点④ ⼤規模停電に対する社会全体の備え

(1)⾏政・学校・その他における代替電源 ①⾏政

社会全体の備え 参考⽂献
・地⽅公共団体は，⼤規模な災害が発⽣した場合の被害及び外部⽀援の時期を想定
し，孤⽴が想定されるなどの地域の地理的条件等も踏まえて，必要とされる⾷料，飲料
⽔，⽣活必需品，燃料その他の物資についてあらかじめ備蓄・調達・輸送体制を整備し，
それら必要な物資の供給のための計画を定めておくものとする。

中央防災会議:防災
基本計画(2020年5
⽉)p.41

・災害の発⽣により，重要な通信・放送設備の電源供給が途絶し，情報通信ネットワ－
クの維持に⽀障が⽣じた場合など，総合通信局から地⽅公共団体または電気通信事業
者，放送事業者に対し，電源⾞を貸与し，必要な電⼒供給を⽀援することにより，重
要なネットワ－クを維持する。
・地⽅公共団体は無償貸与，⺠間事業者は有償貸与とする。

総務省信越総合通
信局:災害対策⽤移
動電源⾞の貸与1
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904．論点④ ⼤規模停電に対する社会全体の備え

(1)⾏政・学校・その他における代替電源 ②学校

社会全体の備え 参考⽂献
＜要約＞
・避難所に指定されている学校において，⾮常⽤発電機等を設置している学校は
18,468校(60.9%)。

⽂部科学省:避難所
となる公⽴学校施設
の防災機能に関する
調査の結果について
(2019年8⽉)

 避難所に指定されている学校において，⾮常⽤発電機等を設置している学校は 18468校(60.9%)

914．論点④ ⼤規模停電に対する社会全体の備え

(1)⾏政・学校・その他における代替電源 ③その他

社会全体の備え 参考⽂献
・地区の避難所に指定されている集会所と，約400メ－トル離れた場所にある太陽光発
電施設とを市販の延⻑⽤ケ－ブルリ－ル8基で接続。発電施設の⼀部から100ボルトの
電⼒を送り出し，遠隔地でも電気機器が使⽤できるかを確認した。携帯電話の充電や
テレビ，電気スタンド，電気ポットなど災害時に必要最低限の機器が個別で作動した。

環境⼯学株式会
社:HP NHKニュ－ス
で放送_災害時の⾮
常⽤電源に太陽光発
電を活⽤(2020年6
⽉)

 その他⺠間企業・施設において，太陽光発電，移動電源⾞，コ－ジェネレ－ションシステムなどを活⽤
し，緊急避難所・簡易避難所として開設したり，携帯電話等充電サ－ビスを提供したりすることにより，
消費者を⽀援。
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924．論点④ ⼤規模停電に対する社会全体の備え

(1)⾏政・学校・その他における代替電源 ③その他
社会全体の備え 参考⽂献
・今回の道内全域が停電した際にも，「ウイングベイ⼩樽」は天然ガスコ－ジェネレ－ション
システムにより停電を回避できたほか，⼩樽市と連携し，4階のテナントスペ－スをインバ
ウンドなど観光客向けの緊急避難所として開設して避難者の受け⼊れを実施。(株式会
社⼩樽ベイシティ開発「ウイングベイ⼩樽」)

・エア・ウォーター株式会社では，⼤規模停電等に備え，⼤型移動電源⾞(100kW 級)
を3台と⼩型移動電源⾞(9.8kW)を11台保有(⼤型移動電源⾞については，「⽯油ガ
ス基地緊急時対応型発電設備事業」を活⽤)。

・また，⼩型移動電源⾞は，同社の各事務所へ給電したほか，避難所や福祉施設，
⾷料品製造⼯場への給電，携帯電話充電サ－ビスなどを実施。 (エア・ウォーター株式
会社)

・北こぶし知床ＨＯＴＥＬ＆ＲＥＳＯＲＴ及びＫＩＫＩ知床ナチュラルリゾ－トでは，
地震の影響により，道内全域が停電した際にも本コ－ジェネレ－ションシステムを稼働させ
て，地域住⺠に⼤浴場を無料開放したほか，移動困難者向けに宴会場を簡易避難所
として開放した。(北こぶし知床HOTEL&RESORT，KIKI知床ナチュラルリゾ－ト)

・今回の道内全域が停電した9⽉6⽇も天然ガスコ－ジェネレ－ションシステムが稼働し，
⼊居する札幌市⺠交流プラザやオフィス，隣接する札幌市役所本庁舎等への電⼒・熱の
供給を継続することができた。 (さっぽろ創世スクエア)

経済産業省北海道
経済産業局:HP 北
海道胆振東部地震に
おける企業の事業継
続・地域貢献事例
(2018年10⽉)

934．論点④ ⼤規模停電に対する社会全体の備え

(1)⾏政・学校・その他における代替電源 ③その他

社会全体の備え 参考⽂献
・NTTドコモ，北海道胆振地⽅の地震災害により被災された⽅－を対象に，無料充電
サ－ビスを開始。以下拠点にて順次無料充電コ－ナ－を設置。札幌市，旭川市，⼩樽
市，函館市，帯広市，釧路市，北⾒市などのドコモショップで実施。

GPad:HP ドコモ，北
海道胆振地⽅の地
震災害により被災され
た⽅を対象とした端末
無料充電サ－ビス実
施(2018年9⽉)

・地震直後に天井の⽔道管が破裂し⽔浸しに
・正午時点では落ち着きを取り戻していたものの，多くの帰宅困難者が待機
・14:00頃から給電開始
・まもなく10⼈ぐらいが充電。

関⻄⼤学社会安全
学部・社会安全研究
科 教授永松伸吾:
充電ボランティアから
⾒えてきた都市防災
の課題(2018年6
⽉)

・従業員等が企業の施設内に⼀定期間待機するためには，必要な⽔，⾷料，⽑布，
簡易トイレ，衛⽣⽤品(トイレットペ－パ－等)，燃料(⾮常⽤発電機のための燃料)等を
あらかじめ備蓄しておく必要がある。その際備蓄品の配布が円滑にできるよう，備蓄場所
についても考慮する。

⾸都直下地震帰宅
困難者等対策協議
会:⾸都直下地震帰
宅困難者等対策協
議会 最終報告
(2012年9⽉)p.11
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944．論点④ ⼤規模停電に対する社会全体の備え

(1)⾏政・学校・その他における電源確保 ③その他

⼀般消費者の⾃衛策 参考⽂献
＜要約＞
・⾃家発電機の設置(重油・8 時間分)により，⾃家発電機によりオ－トロック，給⽔設
備等が稼働，⾼齢者の安否確認(携帯電話による)ができた。
・⼀⽅，エレベーター早期復旧，⾃家発電機の燃料補充ができなかった。

北海道経済部:⼤規
模停電への備え<事
例集>(2018年11
⽉)pp.2-3

954．論点④ ⼤規模停電に対する社会全体の備え

(2)病院・⾼齢者施設における代替電源

 災害拠点病院には⾃家発電設備の設置が義務付けられていて全国736の病院すべてが備えている。
 しかし，求められる3⽇分の燃料の確保ができていない病院が存在していたり，病院全体で⾒ると⾃家

発電設備などを持っていない病院が全体の7パ－セント程度(500余り)存在している。
 ⾼齢者施設については，⾃家発電設備などのない施設が4600あまり(34%)存在。
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964．論点④ ⼤規模停電に対する社会全体の備え

(2)病院・⾼齢者施設における代替電源 ①病院

社会全体の備え 参考⽂献
・災害のときに中核になる災害拠点病院には⾃家発電設備の設置が義務付けられていて
全国736の病院すべてが備えています。しかし求められる3⽇分の燃料の確保ができてい
ない病院が125ありました。
・⼀⽅，病院全体で⾒ると⾃家発電設備などを持っていない病院が全体の7パ－セントに
あたる500余りあります。

NHK:HP 「⼤規模
停電から災害弱者を
守れ」(時論公
論)(2019年10⽉)

974．論点④ ⼤規模停電に対する社会全体の備え

(2)病院・⾼齢者施設における代替電源 ①病院

社会全体の備え 参考⽂献
＜要約＞
・道内の総合病院では，コ－ジェネレ－ションシステムにより，⼈⼯呼吸器，ナ－スコ－
ル等の電源を確保できた。

北海道経済部:⼤規
模停電への備え<事
例集>(2018年11
⽉)p.4

医療機関における⾮常⽤電源の確保
・ 道⺠の⽣命を守る役割を担っている医療機関では，緊急時にも必要な機能が維持で
きるよう⾃家発電装置等の⾮常⽤設備を整備しておくことが重要である。今回の災害のよ
うに，広範囲で⼤規模な停電が発⽣した場合に備え，在宅で⼈⼯呼吸器等を使⽤して
いる患者をケアしている医療機関など，より多くの医療機関に，必要な機能を維持するた
めの⾃家発電装置等の整備を進める必要がある

平成30年北海道胆
振東部地震災害検
証委員会:平成30年
北海道胆振東部地
震災害検証報告書
(2019年5⽉)p.98
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984．論点④ ⼤規模停電に対する社会全体の備え

(2)病院・⾼齢者施設における代替電源 ②⾼齢者施設

社会全体の備え 参考⽂献

＜要約＞
・⾼齢者施設については⾃家発電設備などのない施設が4600あまり(34%)存在。

NHK:HP 「⼤規模停
電から災害弱者を守
れ」(時論公
論)(2019年10⽉)

994．論点④ ⼤規模停電に対する社会全体の備え

(2)病院・⾼齢者施設における代替電源 ②⾼齢者施設

社会全体の備え 参考⽂献

＜要約＞
・道内某特別養護⽼⼈ホ－ムでは，9⽉6⽇3時25分〜9⽉8⽇朝⽅まで停電発⽣。
⾃家発電機により給⽔設備等の稼働を維持。痰吸引機を簡易発電機で稼働。ランタン
により照明機能を代替した。

北海道経済部:⼤規
模停電への備え<事
例集>(2018年11
⽉)p.4
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1004．論点④ ⼤規模停電に対する社会全体の備え

(2)病院・⾼齢者施設における代替電源 ②⾼齢者施設

社会全体の備え 参考⽂献
＜要約＞
介護⽼⼈保健施設(100名)
・地震・津波による停電時にディ－ゼル
エンジン型発電機(95kVA)を活⽤して，
夜間や⾷事中，廊下・階段等に照明を
設置，灯りを確保できた。
特別養護⽼⼈ホ－ム(80名)
・台⾵による停電時にディ－ゼルエンジン
型発電機(250kVA)を活⽤し，エアコン
を使⽤できたことにより，熱中症を防ぐ
ことができた。

⽇本総合研究所:⾼
齢者施設・事業所が
災害時の停電・断⽔
に備えるために(2020
年3⽉)p.15

1014．論点④ ⼤規模停電に対する社会全体の備え

(2)病院・⾼齢者施設における代替電源（参考）

社会全体の備え 参考⽂献
・国は再⽣可能エネルギー措置法に基づき，平成24年7⽉1⽇より再⽣可能エネルギー
の固定買い取り制度を開始させたことから，当法⼈において今後20年の施設利⽤を⾒
込む帯広第⼀病院，帯広⻄病院，介護⽼⼈保健施設とかちの各施設屋上に太陽光
発電装置を配備した場合，売電による投資シミュレーションを⾏った結果，約13年での
投資回収が可能となりました。
・また，震災等による⼤規模停電が発⽣した場合には，⾃家発電した電⼒を売電せず
施設内で使⽤することも可能であるため，照明等の確保により⼀定⽔準の医療や介護
の継続が可能であると考え，震災対策を⽬的とした太陽光発電装置を上記3施設屋上
に建設することにいたしました。

法益財団法⼈北海道
医療団︓HP 地域へ
の貢献について
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102論点③④ 主な代替電源⼀覧

No 電源 出⼒ 容量 費⽤ 発電⽅式 利⽤制約 利⽤イメ－ジ

1 モバイルバッテリ－ 数百〜数千mA 数百〜数万mAh 〜数万円 電⼒
（充電済） 蓄電切れ 携帯電話・スマ－トフォンの充電

※No2〜10の電源でも可能

2 家庭⽤蓄電池 数百〜数千W 数⼗〜数千Wh 〜数百万円 電⼒
（充電済） 蓄電切れ ⼀部家電・電気設備

3
家庭⽤
コージェネレーションシス
テム

数百W 〜数⼗kWh 〜数百万円 都市ガス・
LPG ガス供給停⽌ 家電・電気設備

(⼀部，500W上限)

4 可搬型
⾃家発電機 数百〜数千W 数百〜数千W 〜数⼗万円 ガソリン・ガス 燃料切れ 家電・電気設備(⼀部)

5 電気⾃動⾞（PHEV
含む） 〜数百kW 数〜数百kWh 数百万〜数千万円 電⼒ 燃料切れ 家電・電気設備(全般)

6 家庭⽤
太陽光発電システム

〜10kW(家庭⽤
定義)

〜数百kWh
(⼀⽇あたり) 数⼗万〜数百万円 太陽光 ⽇射量 家電・電気設備(全般)

7 産業⽤蓄電池 数⼗kW〜 数百kWh〜
(⼀⽇あたり)

(標準価格相当の
情報取得なし)

電⼒
（充電済） 蓄電切れ 電気設備・業務機器

エアコン・エレベーター 等

8 産業⽤
太陽光発電システム

10kW〜(産業⽤
定義)

数百kWh〜
(⼀⽇あたり) 数百万円〜 太陽光 ⽇射量 電気設備・業務機器

ナースコール 等

9 ⾮常⽤
⾃家発電設備 数⼗kW〜 数百kWh〜

(⼀⽇あたり)
(標準価格相当の

情報取得なし) 灯油等 燃料切れ 電気設備・業務機器
エアコン・エレベーター 等

10 移動電源⾞ 数⼗kW〜 数百kWh〜 (標準価格相当の
情報取得なし) 軽油等 燃料切れ 電気設備・業務機器

医療機器・酸素吸⼊器 等

11
施設⽤
コ－ジェネレ－ションシス
テム

数⼗kW〜 数百kWh〜
(⼀⽇あたり)

(標準価格相当の
情報取得なし)

都市ガス・
LPG ガス供給停⽌ 電気設備・業務機器

医療機器・酸素吸⼊器 等

 論点③の⼀般消費者の⾃衛策及び論点④の社会全体の備えとして規模とコストが異なる代替電源が
ある。

 どの代替電源においても，継続した利⽤には制約がある。

※各項⽬(出⼒，容量，，，)は，各代替電源の製品サイトにおける仕様項⽬や⽐較項⽬，資源エネルギ－庁サイト(xEVの⾮常⽤電源としての活⽤法)などから抽出。
各項⽬の内容は，各代替電源の製品サイト，価格⽐較サイトなどから抽出。

⾃
衛
策

社
会
全
体
の
備
え

103論点③④ 代替電源による消費者影響への対応

 論点②に挙げた「消費者及び⽣活基盤への影響」において，論点③④で整理した各種代替電源の対
策事例を確認することができた。

No 消費者及び⽣活基盤への影響
ﾓﾊﾞｲﾙ
ﾊﾞｯﾃﾘ

－
家庭⽤
蓄電池

家庭⽤
ｺ－ｼﾞｪ
ﾈｼｽﾃﾑ

可搬型
⾃家

発電機
電気

⾃動⾞

家庭⽤
太陽光
発電
※

産業⽤
蓄電池

産業⽤
太陽光
発電
※

⾮常⽤
⾃家発
電設備

移動
電源⾞

施設⽤
ｺｰｼﾞｪﾈ
ﾚｰｼｮﾝｼ

ｽﾃﾑ

1 最⼤の困りごとは携帯電話等の充電。（⾃宅） 有 有 有 有 有 有

2
電池やモバイルバッテリ－等のほしいものが買えない，
電⼦マネ－が使えない。注:電⼦マネ－はインフラ側の
対策。（コンビニ）

有 有 有

3 避難所では情報確保するための携帯電話の充電(安
否確認・災害情報取得)に困っていた。（避難所） 有 有 有 有 有 有 有

4
⾔葉の通じない外国⼈観光客はあらゆる情報をスマ
－トフォンから収集しているため電池切れにより，情報
収集ができないという問題が発⽣した。（ホテル）

有 有

5 照明，冷蔵庫，ナ－スコ－ルが利⽤できなくなった。
(特別養護⽼⼈ホ－ム) 有 有 有 有

6 停電による医療機器の使⽤制限となり受診できなく
なった。（病院） 有 有 有

7 酸素吸⼊器電源喪失により⼈命に影響を与える事
象も発⽣。（在宅医療） 有 有 有 有

8 エアコンが停⽌し熱中症となった。(病院) 有 有

9
避難するにあたって，停電によるエレベ－タ－停⽌な
どにより⾼齢者の移動⼿段に課題がある。（集合住
宅）

有 有

有︓事例が確認できたもの

※ :太陽光発電システムは，蓄電池と⼀体となったシステムを想定。
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104

WG1(電⼒系統視点)

・北海道ブラックアウトのメカニズムの整
理

・広範囲停電の
メカニズム，実績，並びに防⽌対
策の調査

・電⼒システム改⾰に伴う電⼒セキュ
リティに関する課題の調査

・防災・減災のための電⼒系統のあり
⽅の整理

・災害時の情報発信のあり⽅

WG2(電⼒以外の社会インフラ視点)

・北海道ブラックアウト時の社会インフ
ラの影響ならびに対応の整理
（通信，運輸，⽔道等）

・広範囲・⻑期間の停電時の社会イ
ンフラへの影響，軽減策及びその限
界の調査

・電気依存社会化が進⾏した場合の
社会インフラのレジリエンスのあり⽅の
整理

WG3(⼀般消費者視点)

論点① 災害時の⼀般消費者⾏動
北海道ブラックアウトや近年甚⼤な被害を与えた台⾵
による，⼀般消費者への影響および⼀般消費者の⾏
動に関して整理

論点② ⼤規模停電による⼀般消費者への影響
広範囲・⻑時間の停電が発⽣した場合に想定される
⼀般消費者への影響の調査

論点③ ⼤規模停電に対する⼀般消費者の⾃衛策
被災時に受電することが困難になる可能性を考慮した
⾃衛策の整理

論点④ ⼤規模停電に対する社会全体の備え
上記の状況で社会全体が冷静・適切に対応するため
の備え，並びに⼼構えの整理

論点⑤ 災害時の情報発信のあり⽅
SNSの普及などの世相を反映した情報発信のあり⽅の
調査・整理

特別調査専⾨委員会

 災害時における情報発信に関する消費者のニーズ（情報内容，情報発信⼿段）について，⽂献調査
を実施する。

 論点⑤「災害時の情報発信のあり⽅」は，WG3（消費者視点）だけでなく，WG1（電⼒系統視
点）の論点でもある。WG3では，情報発信側となるWG1の調査のインプットになるよう，調査内容の整
理を進める。

論点⑤ 調査⽅針

WG3で調査した消費者ニーズ

105論点⑤ 災害時の情報発信のあり⽅(⼀般消費者視点)

(1)情報発信に関する消費者ニ－ズ

 災害時に消費者が求める情報としては，災害の情報，停電・断⽔の復旧⾒込み情報，避難所の
情報があり，停電発⽣時には，停電の復旧⾒込み情報に対するニ－ズが⾼い。また，災害時は情
報の鮮度も求められる。
・災害の情報(被害状況)
・停電・断⽔の復旧⾒込み情報
・避難所の情報

 情報発信の⼿段は，ＩＣＴを⼗分活⽤し，多元的であることが求められる。
個々の情報発信⼿段は，それぞれ，迅速に情報発信ができるか(迅速性)，正確な情報発信がで
きるか(正確性)，通信が滞ることなく情報発信ができるか(安定性)などの特性がある。

 携帯電話・スマホを利⽤しない消費者や，⽇本語を解さない外国⼈(観光客等)への配慮や
⾏政・電⼒会社ホ－ムペ－ジへのアクセス集中への対策も求められる。
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106論点⑤ 災害時の情報発信のあり⽅(⼀般消費者視点)

情報発信に関する消費者ニ－ズ ①情報の内容
災害時の情報発信のあり⽅ 参考⽂献
・必要とする情報として，避難者の受⼊れが可能な避難所や停電・断⽔の復旧情報，
給油可能なガソリンスタンドの情報などを求める意⾒が多かった。(p.10)
・交通機関の運⾏や避難所開設の状況など，外国⼈観光客等に対して正しい情報を⼗
分に提供することができていなかったとの意⾒があった。 (p.10)
・これからの災害では，ＳＮＳ上のデマを訂正する作業が発災当初から求められる。ＳＮ
Ｓに流れている情報を把握する部署を明確にすることが，市⺠に確かな情報を伝えること
に繋がる。(p.13)
・地震発⽣後に必要な情報は，復電情報や住んでいる地域の被害情報だった。(p.15)

札幌市:平成30年北
海道胆振東部地震
対応検証報告書
(2019年3⽉)
pp.10,13,15

※再掲（論点②（８））
・台⾵の襲来後に，知りたいと思っていた情報としては，「電気の復旧の⾒通し」が
85.8%と最も多い。(p.9)
・情報⼊⼿の役に⽴ったものでは，「ラジオ放送」(33.0%)が最も多かった。(p.10)

株式会社サ－ベイリサ
－チセンタ－:2019
年・台⾵15号に関す
る停電等に対するアン
ケ－ト(2019年9
⽉)pp.9-10

107論点⑤ 災害時の情報発信のあり⽅(⼀般消費者視点)

情報発信に関する消費者ニ－ズ ①情報の内容
調査災害 災害時の消費者⾏動 参考⽂献

令和元年
房総半島
台⾵

＜要約＞
・停電時に特に知りたいと思った情報は，詳細な復旧⾒込み情報，特定
地域の復旧⾒込み情報などが主。

東京電⼒パワ－グリッド株
式会社:台⾵15・19号の
停電に関するアンケ－ト
調査※東京電⼒パワーグ
リッド提供
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108論点⑤ 災害時の情報発信のあり⽅(⼀般消費者視点)

情報発信に関する消費者ニ－ズ ①情報の内容
災害時の情報発信のあり⽅ 参考⽂献
・メ－ルの⽂章が⻑く，緊急性が伝わりづらく住⺠の避難⾏動に活⽤されていない可能性
があった。

内閣府 令和元年台
⾵第 15 号・第 19 
号をはじめとした⼀連
の災害に係る検証チ
－ム :令和元年台⾵
第15 号・第19 号を
はじめとした⼀連の災
害に係る検証レポ－ト
(最終とりまと
め)(2020年3
⽉)p.66

・平時は精度が重視されるが，災害時は鮮度も求められる。精度と鮮度の関係は難しい
が情報を出すことの重要性は疑う余地ないのではないか。緊急地震速報は東⽇本⼤震
災時に評価が上がった。受け取る⼈が価値に気づいた⼀例。社会の批判に耐えながらで
も情報を出すことを啓発していくべき。

実施報告書
電気学会〜電⼦情
報通信学会 連携企
画 シンポジウム 防
災・減災の社会インフ
ラを考える
〜災害時の情報提供
の在り⽅を含め〜
＜パネルディスカッショ
ン＞

109論点⑤ 災害時の情報発信のあり⽅(⼀般消費者視点)

情報発信に関する消費者ニ－ズ ②情報発信⼿段
災害時の情報発信のあり⽅ 参考⽂献
・広報⾞による情報提供を求める意⾒が多いが，⼀⽅で広報⾞では情報が聞き取りづら
い，すべての地域に平等に情報が⾏き届かないといった意⾒があった。(p.10)
・情報提供の⼿段として，ラジオによる情報提供体制の強化，防災⾏政無線や街中に
設置されている⼤型ビジョンを活⽤した情報提供を求める意⾒などがあった。 (p.10)
・市⺠への情報提供は，多元化で発信することが求められる。特に⾼齢者など要配慮者
への発信⽅法が情報提供において重要であり，スマ－トフォンを使えない⽅への情報提
供としては，市と協定を結んでいる災害ＦＭの周知を徹底することも⼀つの⽅策と考える。
(p.13)
・地震発⽣後に必要な情報は，復電情報や住んでいる地域の被害情報だった。また，
情報を得るためにラジオが⼤変役に⽴った。ラジオはテレビと違って映像がない分，状況を
細かく説明するので，視覚障がいのある⽅も状況を理解しやすい利点がある。(p.15)

札幌市:平成30年北
海道胆振東部地震
対応検証報告書
(2019年3⽉)
pp.10,13,15
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110論点⑤ 災害時の情報発信のあり⽅(⼀般消費者視点)

情報発信に関する消費者ニ－ズ ②情報発信⼿段
災害時の情報発信のあり⽅ 参考⽂献
・避難勧告等の発令及び避難所開設の情報伝達について，市町村では，住⺠宅への
⼾別訪問や防災⾏政無線，コミュニティ放送，広報⾞，Ｌアラ－ト等の様々な⼿段を
活⽤し，北海道総合通信局や放送事業者と連携をとりながら，住⺠へ情報を発信した。
(p.34)
・また，道及び市町村は，⾔語，⽣活習慣，防災意識の異なる外国⼈に対し，災害
発⽣時に迅速かつ的確な⾏動がとれるよう，多⾔語による広報の充実や避難場所・道
路標識等の災害に関する表⽰板の多⾔語化，外国⼈を含めた防災訓練・防災教育の
実施といった条件・環境づくりに努めるとともに，さまざまな機会をとらえて防災対策につい
ての周知を図る。(p.38)

平成30年北海道胆
振東部地震災害検証
委員会:平成30年北
海道胆振東部地震災
害検証報告書(2019
年5⽉)pp.34,38

111論点⑤ 災害時の情報発信のあり⽅(⼀般消費者視点)

情報発信に関する消費者ニ－ズ ②情報発信⼿段
災害時の情報発信のあり⽅ 参考⽂献
・都道府県及び市町村は，住⺠に対する情報伝達⼿段の確保として，電池で動く⼾別
受信機やラジオの事前配備や SNS の活⽤を進めるとともに，通常の通信の途絶時には，
避難所，公⺠館等へのチラシの張り出し，チラシの配布，広報⾞による案内等，改め
て対⾯的な⼿法，基本的な⼿法での情報伝達の⾮常時における有効性を確認し，こ
れら⼿法による情報伝達を含め，平時より多様な情報伝達⼿段の確保を図ることが期
待されるので，国は必要な措置を講じる。

内閣府 令和元年台
⾵第 15 号・第 19 
号をはじめとした⼀連
の災害に係る検証チ
－ム :令和元年台⾵
第15 号・第19 号を
はじめとした⼀連の災
害に係る検証レポ－ト
(最終とりまと
め)(2020年3
⽉)p.43
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112論点⑤ 災害時の情報発信のあり⽅(⼀般消費者視点)

情報発信に関する消費者ニ－ズ ②情報発信⼿段

災害時の情報発信のあり⽅ 参考⽂献
＜要約＞
・熊本地震では，被災状況，地域，時期によって様々なICTの活⽤が⾒られた。

総務省:平成29年版
情報通信⽩書 第1
部 第2節 熊本地震
におけるICT利活⽤状
況に関する調査結果
(2017年7
⽉)pp.218,220,22
3-224(※事例1〜
5/5)

情報通信⽩書:熊本地震における ICT 利活⽤状況に関する調査結果(2017年)p.218

113

情報発信に関する消費者ニ－ズ ②情報発信⼿段

災害時の情報発信のあり⽅ 参考⽂献
＜要約＞
・発災から復旧まで，携帯通話が最も利⽤されている。地上波放送，SNSがそれに続い
ている。
・地上波放送及び⾏政機関のホームページについては，時間の経過により利⽤者が増
加する傾向がみられる。

同上

論点⑤ 災害時の情報発信のあり⽅(⼀般消費者視点)

情報通信⽩書:熊本地震における ICT 利活⽤状況に関する調査結果(2017年)p.220
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114

情報発信に関する消費者ニ－ズ ②情報発信⼿段

災害時の情報発信のあり⽅ 参考⽂献
＜要約＞
・各ICTメディアの位置付けを，迅速性，正確性，安定性，地域情報，地域外情報，
情報量，希少性といった指標によって分析した（分析結果は次⾴）。

同上

論点⑤ 災害時の情報発信のあり⽅(⼀般消費者視点)

情報通信⽩書:熊本地震における ICT 利活⽤状況に関する調査結果(2017年)p.224

115

災害時の情報発信のあり⽅ 参考⽂献

＜要約＞
・地上波放送は全般的に優位性が⾼い。情報量に対する評価も⾼い。
・携帯通話は迅速性だけがやや優位で，安定性の評価が低い。
・検索サイトは地上波放送と類似した評価。地上波放送よりは希少性の評価が⾼い。
正確性の点では平均以下。
・AMラジオは，バランスがとれている。希少性に対する評価は平均以下。
・エリア・緊急速報メ－ルは，迅速性の評価が⾼い。
・LINEは，安定性・迅速性・希少性の評価が⾼い。特に安定性が⾼い。

同上

情報発信に関する消費者ニ－ズ ②情報発信⼿段

論点⑤ 災害時の情報発信のあり⽅(⼀般消費者視点)

情報通信⽩書:熊本地震における ICT 利活⽤状況に関する調査結果(2017年)p.224

電気学会　防災・減災のための電気エネルギーセキュリティ特別調査専門委員会　報告　4-58



116論点⑤ 災害時の情報発信のあり⽅(⼀般消費者視点)

情報発信に関する消費者ニ－ズ ②情報発信⼿段

災害時の情報発信のあり⽅ 参考⽂献

・災害発⽣時の災害等の情報，交通機関の運⾏状況や避難場所の情報などについて，
SNSを活⽤した多⾔語による迅速な情報発信が重要である【道・市町村・関係機関】
(p.106)
災害時等における帰宅困難者や観光客(外国⼈等を含む)への情報の提供と発信の強
化
・道は，北海道防災情報システムなどへの登録の促しや啓発資料の周知，訓練における
多⾔語による情報提供など，市町村や関係機関と連携した取組を強化していく必要があ
る(p.106)
・被災市町村における住⺠への各種の災害情報や避難所に関する情報について，地域
に密着したきめ細やかな情報の発信⼿段としてコミュニティFMや臨時災害放送局(臨時
FM局)の開設による情報の発信は効果的な役割を果たしたことから，道及び市町村は，
平常時から地域のコミュニティＦＭ局と連携を強化するなど，⼤規模災害時における協⼒
体制を構築しておく必要がある(p.107)

平成30年北海道胆
振東部地震災害検
証委員会:平成30年
北海道胆振東部地
震災害検証報告書
(2019年5
⽉)pp.106-107

117論点⑤ 災害時の情報発信のあり⽅(⼀般消費者視点)

情報発信に関する消費者ニ－ズ ②情報発信⼿段

災害時の情報発信のあり⽅ 参考⽂献
・発災当初は，アクセスの集中や障害によって，北海道電⼒のホ－ムペ－ジ上で停電情
報や復旧状況を確認できない状況となり，特に停電情報システムの復旧が9⽉11⽇16
時30分となったことから，住⺠等の停電復旧状況の確認に⽀障が⽣じることとなった。

平成30年北海道胆
振東部地震災害検証
委員会:平成30年北
海道胆振東部地震災
害検証報告書
(2019年5⽉)p.110
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118論点⑤ 災害時の情報発信のあり⽅(⼀般消費者視点)

情報発信に関する消費者ニ－ズ ②情報発信⼿段

災害時の情報発信のあり⽅ 参考⽂献
＜要約＞
・道内全域停電時ホ－ムペ－ジへつながりにくい状況が続いた。

北海道電⼒株式会
社 北海道胆振東部
地震対応検証委員
会:最終報告(2018
年12⽉)p.2

119論点⑤ 災害時の情報発信のあり⽅(⼀般消費者視点)

情報発信に関する消費者ニ－ズ ②情報発信⼿段

災害時の情報発信のあり⽅ 参考⽂献
・お客さまからのアクセス集中により，当社のホ－ムペ－ジ，停電情報サイト，
「でんき予報」がつながりにくい状況となった。当社ホ－ムペ－ジは，ネットワ－ク構成変更
を⾏ったことにより，9 ⽉ 6 ⽇午後につながりにくい状況が解消した。更にアクセス増加に
備え，パブリッククラウドへ移⾏した。その後，停電情報サイト，「でんき予報」を順次復旧
した。

北海道電⼒株式会
社 北海道胆振東部
地震対応検証委員
会:最終報告(2018
年12⽉)p.38

電気学会　防災・減災のための電気エネルギーセキュリティ特別調査専門委員会　報告　4-60



120論点⑤ 災害時の情報発信のあり⽅(⼀般消費者視点)

情報発信に関する消費者ニ－ズ ②情報発信⼿段

災害時の情報発信のあり⽅ 参考⽂献

・熊本地震では，⾃治体における情報発信⼿段として，防災⾏政無線や防災メ－ルな
どに限らず，ホ－ムペ－ジやSNSなどのインタ－ネットツ－ルが活⽤された。また，災害時
に情報が届きにくくなる⾼齢者等を意識し，テレビやラジオを活⽤した間接広報が積極的
に取り⼊れられ，東⽇本⼤震災以前の災害時よりも，多様な⼿段を効果的に活⽤した
情報発信が⾏われた。

総務省:平成29年版
情報通信⽩書
第1部 第3節熊本地
震と新たな災害情報
等の共有の在り⽅
(2017年7⽉)p.234

121論点⑤ 災害時の情報発信のあり⽅(⼀般消費者視点)

情報発信に関する消費者ニ－ズ ②情報発信⼿段

災害時の情報発信のあり⽅ 参考⽂献

・2016年4⽉14⽇，21時26分，熊本地⽅を震源とする最⼤震度7の地震が発⽣しま
した。発災直後からいち早くツイッタ－を活⽤して市⺠に情報を発信し続けた⼤⻄⼀史市
⻑。“ツイッタ－市⻑”として知られ，フォロワ－は10万⼈を超えています。

ウェザーニュース:HP
熊本地震から3年“ツ
イッタ－市⻑”のSNS
防災術

・⾸都圏を含む広域の災害により，⽔位等の河川情報を提供している国⼟交通省のウェ
ブサイト「川の防災情報」にアクセスが集中し，つながりにくい状態が発⽣した。

内閣府 令和元年台
⾵第 15 号・第 19 
号をはじめとした⼀連
の災害に係る検証チ
－ム:令和元年台⾵
第15 号・第19 号を
はじめとした⼀連の災
害に係る検証レポ－
ト(最終とりまと
め)(2020年3
⽉)p.66
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122論点⑤ 災害時の情報発信のあり⽅(⼀般消費者視点)

情報発信に関する消費者ニ－ズ ②情報発信⼿段

災害時の情報発信のあり⽅ 参考⽂献

・回線が混み合う電話や，アクセスが集中するホ－ムペ－ジに⽐べ，インタ－ネットにつな
がれば利⽤できるSNSは⾃治体にとって災害時の有効な情報伝達⼿段となる。政府が
2017年11⽉に公表した調査では，災害対応でSNSを活⽤するのは全体の54%に当
たる941⾃治体。⼤都市に多く，⼈⼝ベ－スでは全体の86%に上る。
・電話がつながらずホ－ムペ－ジが閲覧しにくい災害時にSNSは有⼒な伝達⼿段だが，タ
イミングによって苦情や混乱を招いたケ－スも。過去の地震と同様にデマの投稿もみられた。

⽇本経済新聞:HP
災害時SNS発信で
明暗，給⽔場所拡
散，デマ投稿も
(2018年6⽉)

123論点⑤ 災害時の情報発信のあり⽅(⼀般消費者視点)

(参考)外国⼈に配慮した情報発信

災害時の情報発信のあり⽅ 参考⽂献
※再掲（論点②（９））
・北海道胆振東部地震後には，全道的な⼤規模停電が数⽇にわたり発⽣したことにより，
外国⼈観光客⾃⾝が，主体的に情報を取得する⼿段となるスマ－トフォン等，情報端
末のバッテリ－切れの問題や，情報不⾜による不安につながっていた。(p.8)
・市街地では，充電サ－ビスも各所で展開されたが，こうした情報をスム－ズに外国⼈観
光客に伝える⼿段がなかった。(p.8)
・スマ－トフォンの充電場所，医療機関に関する情報が⼊⼿できなかった(p.9)

国⼟交通省 北海道
運輸局:⼤規模地震
等に備えた外国⼈観
光客への情報集約・
提供⽅法に関するガ
イドライン(2019年3
⽉)pp.8-9
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124論点⑤ 災害時の情報発信のあり⽅(⼀般消費者視点)

(参考)外国⼈に配慮した情報発信

災害時の情報発信のあり⽅ 参考⽂献
・2019年の台⾵19号においては，⻑野県が外国⼈向けに「やさしい⽇本語」での防災
情報をツイッタ－で配信し，4万件を超えて拡散されるなど⼤きな反響があった9)(Fig.2)。
「やさしい⽇本語」は，外国⼈が理解できる外国語の⼀つとして，⼤きな役割を担ってい
ると⾔えよう。
・⾏政からの「避難指⽰」の意味が分からなかったという声もある。「避ける」と「難しい」を
使った熟語だったが，意味が分からなかった6)という。仮に避難という⾔葉が⺟国語に翻
訳されたとしても，⽇本では，どこが避難場所(⾝の安全を確保するために⼀時的に避難
する場所)に指定されているのか知らなければ，災害時にどこに避難すれば良いのか，当
然分からない。⼟地勘のない訪⽇外国⼈であれば，なおさらである。また，「避難しろ」で
はなく，「逃げろ」と⾔わないと通じなかった7)など，やさしい⽇本語を使⽤する必要性も
指摘されている。

⼭梨⼤学⼯学部⼟⽊
環境⼯学科 秦康
範:国際交通安全学
会誌 Vol. 45， No. 
1 特集・観光とインバ
ウンド/論説 訪⽇外国
⼈への災害情報提供
の現状と課題 (2020
年6⽉)p.30

125論点⑤ 災害時の情報発信のあり⽅(⼀般消費者視点)

(参考)外国⼈に配慮した情報発信

災害時の情報発信のあり⽅ 参考⽂献
実験の時期と場所，参加していただいた皆さん
・2005年10⽉に，弘前市で有効性の検証実験を⾏いました。参加した外国⼈は中国，
韓国，マレ－シア，タイ，ベトナム，フランス，ドイツ，ル－マニアなど，17ヵ国 からの 留
学⽣( 88名)です。
実験の⽅法
・留学⽣をAとBの2つのグル－プに分けました。Aグル－プには「普通の⽇本語」(NJ)で，
Bグル－プには「やさしい⽇本語」(EJ)で同じ内容の災害情報を⽰し，2つのグル－プで，
どのくらい理解に差が出るかを検証しました。
分かったこと(⼀例)
・「普通の⽇本語」(NJ)グル－プには「頭部を保護してください」という指⽰を，また，「やさ
しい⽇本語」(EJ)グル－プには，「帽⼦をかぶってください」という指⽰を与えました。その指
⽰に従えたかどうかの成功率は，2つのグル－プで次のような⼤きな差がでました。
・「やさしい⽇本語」(EJ) 95.2%
・「普通の⽇本語 」(NJ) 10.9%

東京オリンピックパラリ
ンピック準備局:「やさ
しい⽇本語」が外国⼈
被災者の命を救いま
す(2016年7⽉)
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災害時の⼀般消費者の⾏動 ⼤規模停電による⼀般消費者の影響
１ ⾃宅待機 • ⾃宅待機者における最⼤の困りごとは携帯電話等の充電。

• 空調不能，酸素吸⼊器の電源喪失により⼈命に影響する事象も発⽣。
２ 外出 • 電池やモバイルバッテリ－等のほしいものが買えない，電⼦マネ－が使えない。
３ 避難（⽇本⼈） • 避難所では，就寝環境やプライバシ－確保，トイレの衛⽣環境⾯での懸念と同時に，携帯電話の充

電，災害情報の⼊⼿に困っていた。
• 避難するにあたって，⾼層マンション等の場合は停電によるエレベーター停⽌などにより在宅医療患者の

移動⼿段に課題がある。
４ 帰宅（困難） • 公共交通機関の停⽌や⾃宅被災により帰宅できない。(帰宅困難者)

• 通信⼿段がない場合，帰宅困難者であることを家族等へ伝えることができなかった。
５ 病院・⾼齢者施設利⽤ • 停電により医療機器に使⽤制限がかかった。

• エアコンが停⽌し熱中症となった。
• 照明，エアコン，冷蔵庫，エレベ－タ，ナースコールも利⽤できなくなった。

６ 避難（外国⼈） • 外国⼈観光客の情報取得⼿段であるスマ－トフォン等の情報端末のバッテリ－切れ，情報不⾜が不安
につながっていた。

• 電⼒不⾜によりスマ－トフォンの充電ができなかった。
７ 帰国 • 航空便の⽋航および停電による交通機能停⽌により，帰国できず空港で⾜⽌めされる利⽤客が多かっ

た。
• 旅⾏の⽇程変更等により負担が増加した。

８ 情報確保
（⽇本⼈）

• テレビ利⽤不可や，携帯電話やスマホのバッテリ－切れにより，情報確保ができなかった。
• 基地局の停電により，携帯電話がつながらない。
• アクセスの集中や障害によって，電⼒会社のホームページ上で停電情報や復旧状況を確認できない状況

となり，住⺠等の停電復旧状況の確認に⽀障が⽣じることとなった。
９ 情報確保

（外国⼈）
• 外国⼈観光客はスマ－トフォン等の情報端末に情報収集を依存しているため電池切れにより，情報収

集ができないという問題が発⽣した。

 WG3「⼀般消費者視点」における論点①~⑤について⽂献調査を中⼼に整理を⾏った。
 論点①災害時の⼀般消費者の⾏動として９つの⾏動特性に分類した。
 論点②⼤規模停電による⼀般消費者の影響について確認した。

⾚字:消費者及び⽣活基盤への影響
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⼤規模停電に対する⼀般消費者の⾃衛策
⼀般消費者 • ⽂献調査を実施した結果，⼀般消費者の⾃衛策として以下の6つの代替電源をまとめた。出⼒・容量，稼働条件，費⽤の

⾯で多様な対策がある。
①モバイルバッテリー，②蓄電池，③コージェネレーションシステム，④発電機（ポータブル発電機）
⑤電気⾃動⾞，⑥太陽光発電システム

• 停電に対する事前準備としては，懐中電灯・ロ－ソクの⽤意，⼾締りが多数な中，携帯電話などの電⼦機器の充電，予備
のバッテリ－⽤意も挙げられている。⼀⽅で，⾃家⽤発電機，ソーラーパネルといった⼤型電源の準備はあまりされていなかった。

論点②で整理した消費者及び⽣活基盤への影響に対して，
 論点③では，⼀般消費者の⾃衛策として６つの代替電源を確認した。
 論点④では，社会が備えている代替電源の事例について確認した。

⼤規模停電に対する社会全体の備え
⾏政 • 全国⾃治体における⾮常⽤電源の設置が進んでいる。都道府県で47/47(100%)，市町村で1613/1741(92.6%)。ま

た，稼働時間72 時間以上に限定すると，都道府県で42/47(89.4%)，市町村で717/1613(44.5%)となっている。
• 国，地⽅公共団体は，⼗分な期間(最低3⽇間)の発電が可能となるような燃料の備蓄等を⾏う。
• 経済産業省は災害時の電気⾃動⾞の活⽤を促進しており，マニュアルを公表している。
• ⾃治体によっては，⾃動⾞メ－カ－と災害協定を締結し，電気⾃動⾞を公⽤⾞として通常は使⽤し災害時には，電源とし

て役⽴てている。
• ⼈命救助の観点で重要な「72時間」は，外部からの供給なしで⾮常⽤電源を稼働可能とする措置が望ましい。停電の⻑期

化に備え，1週間程度は災害対応に⽀障がでないよう準備することが望ましい。法令による燃料備蓄の制限もあることから，
燃料販売事業者等との供給協定の検討も必要。

学校 • 避難所に指定されている学校において，⾮常⽤発電機等を設置している学校は 18,468校(60.9%)
その他 • その他⺠間企業・施設において，太陽光発電，移動電源⾞，コ―ジェネレ―ションシステムなどを活⽤し，緊急避難所・簡

易避難所として開設したり，携帯電話等充電サ－ビスを提供したりすることにより，消費者を⽀援。
病院・⾼齢
者施設

• 災害拠点病院には⾃家発電設備の設置が義務付けられていて全国736の病院すべてが備えている。
• しかし，求められる3⽇分の燃料の確保ができていない病院が存在していたり，病院全体で⾒ると⾃家発電設備などを持って

いない病院が全体の7パ－セント程度(500余り)存在している。
• ⾼齢者施設については，⾃家発電設備などのない施設が4600あまり(34%)存在。
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 論点⑤ 「災害時の情報発信のあり⽅」については，災害時における情報発信に関する消費者のニーズ（情報内容，
情報発信⼿段）を確認した。

 論点⑤は，WG3（消費者視点）だけでなく，WG1（電⼒系統視点）の論点でもあり，WG3での確認結果を
WG1へ連携した。

災害時の情報発信のあり⽅
• 災害時に消費者が求める情報としては，災害の情報，停電・断⽔の復旧⾒込み情報，避難所の情報があり，停電発⽣時には，停電の復

旧⾒込み情報に対するニ－ズが⾼い。また，災害時は情報の鮮度も求められる。
・災害の情報(被害状況)
・停電・断⽔の復旧⾒込み情報
・避難所の情報

• 情報発信の⼿段は，ＩＣＴを⼗分活⽤し，多元的であることが求められる。
個々の情報発信⼿段は，それぞれ，迅速に情報発信ができるか(迅速性)，正確な情報発信ができるか(正確性)，通信が滞ることなく情報
発信ができるか(安定性)などの特性がある。

• 携帯電話・スマホを利⽤しない消費者や，⽇本語を解さない外国⼈(観光客等)への配慮や⾏政・電⼒会社ホ－ムペ－ジへのアクセス集中へ
の対策も求められる。
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参考1．
論点③④における代替電源以外の対策の調査結果について
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⑴携帯電話・スマートフォンの代替電源以外の対策

代替電源以外の対策 参考⽂献

・PSTNにおいては，NTT東⽇本・⻄⽇本の交換機からメタルアクセス回線を通じて固定
電話端末に電⼒が供給されており（局給電），IP網への移⾏後も，NTT東⽇本・⻄
⽇本のメタル収容装置からメタルアクセス回線を通じて局給電する機能は維持されるため，
メタル電話とメタルIP電話については，停電時においても通話が可能となる（ただし，メタ
ルアクセス回線を利⽤する場合であっても，固定電話端末が対応していなければ，「局給
電」機能を利⽤することは不可能である。）。
・光アクセス回線を通じた局給電ができないため，光IP電話については，停電時に通話を
⾏うためには，固定電話端末等にバックアップ⽤電源から給電することが必要である。

情報通信審議会︓
固定電話網の円滑な
移⾏の在り⽅【平成
28年2⽉25⽇付け
諮問第1224号】
⼀次答申〜移⾏後の
ＩＰ網のあるべき姿
〜（2017年3⽉）
p.9 ※脚注より
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⑴携帯電話・スマートフォンの代替電源以外の対策

代替電源以外の対策 参考⽂献

＜要約＞
・公衆電話の台数は2010年で252,775台，2019年で151,313台。

総務省:令和2年版
情報通信⽩書 第2
部 第2節 ICTサ－ビ
スの利⽤動向(2020
年8⽉)p.351
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⑴携帯電話・スマートフォンの代替電源以外の対策

代替電源以外の対策 参考⽂献

＜要約＞
・NTT東⻄加⼊電話(アナログ，ISDN含む)2009年で3,793万世帯，2019年で
1,693万世帯へ減少。

総務省:令和2年版
情報通信⽩書 第2
部 第2節 ICTサ－
ビスの利⽤動向
(2020年8
⽉)p.350
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⑴携帯電話・スマートフォンの代替電源以外の対策

代替電源以外の対策 参考⽂献
2．防災ラジオの普及率について
・普及率については，本市世帯数(約12万世帯)と配付台数(約14,000台)から試算す
ると，約11.6%となります。

千葉県市原市:HP
防災ラジオの活⽤につ
いて(2018年11⽉)

*防災ラジオ
機能:AM・FM双⽅の電波を受信でき，かつ緊急情報(Jアラ－ト等)が発信された際に⾃動的にチャンネルを切り替えられる。
電源:乾電池型，蓄電池型，ソ－ラ－型，⼿回し型がある。
静岡県HP(2021)，mybestHP(2020)より
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⑴携帯電話・スマートフォンの代替電源以外の対策

代替電源以外の対策 参考⽂献
町では，数年前より防災ラジオの普及に⼒を注いでいますが，本年7⽉時点で購⼊世
帯が約720台，全世帯6318世帯の内ですね，実に11.39パ－セント。あまりにも低い
購⼊率です。

⼭梨県富⼠川町:平
成30年9 ⽉定例会
資料(2018年9⽉)
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⑴携帯電話・スマートフォンの代替電源以外の対策

代替電源以外の対策 参考⽂献

＜要約＞
・⾮常持ち出し品として推奨されているものに，預⾦通帳，印鑑，現⾦，健康保険証
等がある。

⾸相官邸:災害に対
するご家庭での備え
〜これだけは準備して
おこう︕〜(2021年)
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⑵病院・⾼齢者施設において電源確保できない，使⽤が制限される場合の対策
代替電源以外の対策 参考⽂献
＜要約＞
病院における代替⼿段
・病院内⼀⻫放送は拡声器，メガホン。
・病院内個別連絡は声。
・病院内外情報連絡は衛星電話，防災無線，MCA無線，スマ－トフォンによるインタ
－ネット，メ－ル。
・ナースコールは頻繁な病院内巡回。
・病院情報システムは紙情報。
・情報⼊⼿(テレビ)はワンセグ放送，ラジオ。
・エレベ－タ－，エスカレ－タ－は階段。
・医療⽤物品搬送は⼈⼒搬送。
・給⽔供給はペットボトル，給⽔⾞。
・蒸気供給はプラズマ滅菌器，薬品。
・給湯供給は電気ポット，やかん。
・トイレは簡易トイレ，マンホ－ルトイレ。
・調理はカセットコンロ，プロパン対応調理器具，調理不要⾷材の備蓄等。
・冷房供給は扇⾵機，お絞り，保冷剤(冷蔵庫)。
・暖房供給はスト－ブ，使い捨てカイロ，⽑布，厚着。
・換気はドア開け，窓開け，扇⾵機。
・医療ガスは予備ボンベ，アンビュ－バック，ポ－タブル吸引器等。

名古屋⼤学医学部
附属病院:名古屋⼤
学医学部附属病院
事業継続計画(BCP)
ダイジェスト版(2015
年9⽉)pp.45-48

次ペ－ジに図表有り

137

代替電源以外の対策 参考⽂献
同上

論点③④ 代替電源以外の対策:調査結果

⑵病院・⾼齢者施設において電源確保できない，使⽤が制限される場合の対策
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代替電源以外の対策 参考⽂献
同上

論点③④ 代替電源以外の対策:調査結果

⑵病院・⾼齢者施設において電源確保できない，使⽤が制限される場合の対策
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代替電源以外の対策 参考⽂献
同上
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⑵病院・⾼齢者施設において電源確保できない，使⽤が制限される場合の対策
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代替電源以外の対策 参考⽂献
同上

論点③④ 代替電源以外の対策:調査結果

⑵病院・⾼齢者施設において電源確保できない，使⽤が制限される場合の対策
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参考2．
・調査対象災害⼀覧
・アンケ－ト⼀覧
・参考⽂献⼀覧
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No 分類 正式名称 略称 発⽣⽇時 主要被災地

1 地震 平成30年北海道胆振東
部地震 北海道胆振東部地震 2018年9⽉6⽇3時7分 北海道胆振地⽅中東部

2 台⾵ 令和元年房総半島台⾵ 2019年台⾵15号 2019年9⽉5⽇15時－9⽉10⽇15時 千葉県千葉市付近

3 台⾵ 令和元年東⽇本台⾵ 2019年台⾵19号 2019年10⽉6⽇3時－10⽉13⽇12
時 静岡県伊⾖半島

No 分類 正式名称 略称 発⽣⽇時 主要被災地

1 地震 平成23年(2011年)東北
地⽅太平洋沖地震 東⽇本⼤震災 2011年3⽉11⽇14時46分 岩⼿，宮城，福島

2 地震 平成28年(2016年)熊本
地震 熊本地震 2016年4⽉14⽇1時25分 熊本県熊本地⽅

3 地震 ⼤阪府北部地震
※気象庁定義なし ⼤阪地震 2018年6⽉18⽇7時58分 ⼤阪府北部

4 台⾵ 平成30年台⾵第21号
※気象庁定義なし 2018年台⾵21号 2018年8⽉28⽇－2018年9⽉5⽇ 徳島県南部，兵庫県神⼾市付近

本WGでは，ブラックアウトを引き起こした平成30年北海道胆振東部地震，⼤規模停電を引き起こした令和
元年房総半島台⾵及び東⽇本台⾵を主たる調査対象災害とし，可能な範囲で広く情報収集するために，
いくつか過去の災害についても調査を⾏った。

主要調査対象災害

143アンケ－ト情報⼀覧（１/８）

資料名 調査⽬的 調査主体 調査期間 調査⽅法 調査対象 回答数・率

2019年・台⾵15号
に関する停電等に対
するアンケ－ト【千葉
県⼋街市】

【台⾵への備え・対応・停電による⽣活への影響
の調査】
この度，2019 年 9 ⽉ 14 ⽇(⼟)に千葉県
⼋街市において，台⾵に対する備えや対応，
停電等の⽣活への影響などについて，現地調
査を実施いたしました。今回の台⾵では，産業
分野など幅広い影響や広域的・⻑期的な問題
点などがある中で，この調査は，⼋街市役所，
⼋街市⺠の皆さまにご理解を賜りながら，地域
⽣活に注⽬する形で調査を実施したものです。

株式会社サ－
ベイリサ－チセ
ンタ－

2019年9⽉
14⽇

調査員による
⾯接調査法
(ランダムウォ
－ク法，⼀部
クォ－タ法)

千葉県⼋街
市内
調査地域に
居住する
18 歳以上
男⼥個⼈

有効回答数
318件

電気利⽤に関するア
ンケ－ト

【顧客特性把握と停電発⽣前後のニ－ズ把
握】
停電時のお客様⾏動理解調査。

東京電⼒パワ
－グリッド株式
会社

2019年12
⽉06⽇(⾦)
〜2019年
12⽉08⽇
(⽇)

インタ－ネット
調査

株式会社マ
クロミルのモニ
タ－会員(1
都6県＋⼭
梨県＋静岡
県のうち，
東電電⼒管
轄内居住
者)

有効回答数
1036件

住⺠アンケ－ト結果 【台⾵19号を踏まえた避難対策の検討に向け
た調査】
避難対策の検討にあたり，台⾵第 19 号の被
災⾃治体に居住しているウェブモニタ－に対する
住⺠ウェブアンケ－ト，全市町村の危機管理部
局，福祉部局を対象としたアンケ－ト，障害当
事者団体を対象としたアンケ－ト，⾸⻑からの
ご意⾒の聴取，現場調査，⼈的被害の状況
分析等を実施し参考とした。

令和元年台
⾵第19号等
による災害から
の避難に関す
るワ－キンググ
ル－プ

2020年1⽉
11⽇〜13⽇

インタ－ネット
調査

台⾵第19
号により⼈的
被害が⽣じ
た市町村
(住⺠)

回答⼈数3，
078⼈

【 】:アンケ－ト名(調査⽬的などから定義) 「－」:情報なし
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資料名 調査⽬的 調査主体 調査期間 調査⽅法 調査対象 回答数・率

⻑野市堤防決壊に
よる浸⽔地区 住⺠
の避難⾏動に関する
アンケ－ト調査結果
報告 概要版

【情報提供・氾濫減災に向けた避難⾏動等の
実態調査】
令和元年台⾵第19号出⽔における住⺠の皆
様の避難⾏動の実態等を把握することで，「逃
げ遅れゼロ」を⽬指した情報提供のあり⽅や防
災意識社会の実現に向けた「千曲川・犀川⼤
規模氾濫に関する減災協議会」の取り組みに
資することを⽬的とする。

⻑野市堤防
決壊による浸
⽔地区住⺠の
避難⾏動に関
するアンケ－ト
調査結果報
告概要版

2020年2⽉
2⽇〜18⽇

調査票を郵送 千曲川左岸
穂保地先の
堤防決壊に
よる被災世
帯1，826
世帯

1，139件
(回答率
62.4%)

福島県 台⾵第19
等住⺠避難⾏動調
査業務 報告書(速
報版)

【防災情報の取得・危険性等の認識に関する
調査】
この調査は，台⾵第 19 号が上陸した令和元
年 10 ⽉ 12 ⽇(⼟)〜13 ⽇(⽇)と，⼤⾬被
害が発⽣した令和元年 10 ⽉ 25 ⽇(⾦)〜
26 ⽇(⼟)に，被災者が防災情報をどのように
⼊⼿し，それに基づき，どのような⾏動をとった
のか，また，⽇ごろ地域の危険性等についてど
のように認識されていたのかなどを調査し，今後
の迅速で的確な避難⾏動に役⽴てていただくこ
とを⽬的とする。

福島県 2020年2⽉
28⽇〜3⽉
23⽇

郵送にて配
布・回収(⾃
記式)

福島 13 市
町において
令和元年台
⾵ 19 号お
よび 10 ⽉
25 ⽇の豪
⾬による被
害を受けた
世帯主

回収数/回
収率7,123 
件/53.9%

平成23年度 東⽇
本⼤震災における学
校等の対応等に関
する調査 報告書

【学校等の被害状況，防災体制・教育の調
査】
本調査では，まず学校等における被害状況と
発災時，発災後の対応状況について詳細に整
理することを第⼀の⽬的とし，さらに，学校等で
の防災体制や防災教育の実施状況について把
握し，被災状況への影響等を検証し，今後の
防災教育の効果的展開について検討を⾏うも
のである。

⽂部科学省 平成 24 年
1 ⽉ 12 ⽇
(⽊)〜平成
24 年 1 ⽉
31 ⽇(⽕) 

⽂部科学省か
らの調査依頼
⽂を各県市教
育委員会から
各学校等へ送
付インタ－ネッ
ト上へのアクセ
スにより，調
査票をダウンロ
－ドして，メ
－ルに回答票
を添付すること
により回収

被災3県(岩
⼿・宮城・福
島)の国公
私⽴の幼稚
園，⼩学校，
中学校，⾼
等学校，中
等 教育学
校，特別⽀
援学校の全
ての 3,127 
校。

2調査票回
収状況
2,617 票
(校種不明
等 3 票含
む)の回収，
回収率は
83.6%(校
種不明等含
まず)

【 】:アンケ－ト名(調査⽬的などから定義) 「－」:情報なし

145アンケ－ト情報⼀覧（３/８）

資料名 調査⽬的 調査主体 調査期間 調査⽅法 調査対象 回答数・率

⾼齢者福祉施設の
災害対応⾏動と防
災対策をめぐる課題
－宮城県内の⾼齢
者福祉施設に対す
る郵便調査の結果
から－(2013年7
⽉)

【⾼齢者福祉施設の災害対応⾏動と防災対
策の課題調査】
※資料名のとおり

⼩⽥利勝・増
本康平(神⼾
⼤学⼈間発
達環境学研
究科)，植⽊
章三・⼩渕⾼
志・⿊沢⿇美
(東北⽂化学
園⼤学)，東
⾕篤志(東北
⼤学⽣命科
学研究科)

2013年2⽉
22⽇〜3⽉
31⽇

郵送調査 宮城県内
357施設，
宮城県介護
福祉⼠養成
校協会，宮
城県⽼⼈福
祉施設協議
会

回収82通，
回収率
23.0%

災害時における旅⾏
者への情報提供に
関する調査事業(資
料編)(2012年11
⽉) p.27

【外国⼈への情報提供の実態についての調査】
東⽇本⼤震災の際に，外国⼈旅⾏者に対して
⾏われた情報提供の実態及びその際に判明し
た課題について調査を実施した。

国⼟交通省
官公庁 第2
回災害時にお
ける訪⽇外国
⼈旅⾏者への
情報提供のあ
り⽅に関する
ＷＧ

2012年6⽉
〜随時

ヒアリング調査 旅⾏会社等
5機関， 通
訳ガイド3名，
交通機関

等(航空会
社，鉄道会
社等)11機
関，⼤使館
等 8か国・
地域，
⾏政機関

(気象庁，
⾃治体)3機
関，Webポ
－タル関連
2社

左記参照

【 】:アンケ－ト名(調査⽬的などから定義) 「－」:情報なし
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146アンケ－ト情報⼀覧（４/８）

資料名 調査⽬的 調査主体 調査期間 調査⽅法 調査対象 回答数・率

SRC ⾃主調査の調
査結果について 熊
本地震における訪⽇
⽇本国内⾮居住者
旅⾏者の避難⾏動
に関する調査

【外国⼈の避難⾏動・困りごとに関する調査】
2016 年 4 ⽉ 14 ⽇に発⽣した前震および 4 
⽉ 16 ⽇に発⽣した本震を中⼼とする「熊本地
震」において，今回被災した訪⽇外国⼈旅⾏
者が「どのような避難⾏動をとったか」「避難時に
困ったことは何か」などを明らかにし，さらに増加
が⾒込まれる訪⽇外国⼈旅⾏者に対する災害
発⽣時の情報発信⽅法や，今後，⼤規模地
震が発⽣した際の受⼊環境のあり⽅を探ること
を⽬的として，調査を実施しました。

株式会社サ－
ベイリサ－チセ
ンタ－

2016 年 4 
⽉ 21 ⽇〜4 
⽉ 22 ⽇

外国語の話せ
る調査員によ
る質問紙を⽤
いた⾯接聞き
取り調査

2016 年 4 
⽉ 14〜22 
⽇の間いず
れかに九州
地⽅に滞在
した訪⽇外
国⼈旅⾏者

有効回答数
115 件(うち
前震・本震
発⽣時に熊
本・⼤分滞
在者 34 サ
ンプル)

2019年・台⾵15号
に関する停電等に対
するアンケ－ト

【台⾵の備え・被害・影響等の調査】
台⾵への備え，台⾵による被害や影響，停電
による影響，情報⼊⼿，困りごと，今後の備
えなどを明らかにする。

株式会社サ－
ベイリサ－チセ
ンタ－

2019年9⽉
14⽇

調査員による
⾯接調査法
(ランダムウォ
－ク法，⼀部
クォ－タ法)

千葉県⼋街
市内，調査
地域に居住
する 18 歳
以上男⼥個
⼈

有効回答
318件

令和元年台⾵15号
による停電の⻑期化
に伴う影響と⾵⽔害
に関する総合調査

【台⾵のライフラインへの影響要因調査】
台⾵によるライフライン機能被害が医療機能に
与える影響の要因を分析することを⽬的とし，
台⾵ 15 号による被害が甚⼤であった千葉県を
対象にアンケ－ト調査を実施した。

千葉⼤学 2019 年 12 
⽉ 25 ⽇〜

アンケ－ト⽤
紙郵送

千葉県医師
会に所属の
2061 の医
療機関より，
病院，医療
センタ－・メ
ディカルセンタ
－等合計
349 機関

回答数87
件，回収率
24.9%

【 】:アンケ－ト名(調査⽬的などから定義) 「－」:情報なし

147アンケ－ト情報⼀覧（５/８）

資料名 調査⽬的 調査主体 調査期間 調査⽅法 調査対象 回答数・率

平成30年北海道胆
振東部地震地震発
⽣時の⾏動アンケ－
ト

【災害時の室蘭市⺠の⾏動・備えの調査】
本調査は，災害時における室蘭市⺠の⾏動と
市⺠⾃ら⾏ってきた災害に対する備えについて
調査を⾏い，室蘭市地域防災計画変更の基
礎資料にすること，また，⽇本で初めて遭遇し
たブラックアウト時の市⺠⾏動を記録することを
⽬的とする。

室蘭⼯業⼤
学

2018年9⽉
25⽇〜10⽉
12⽇

・無記名式の
質問⽤紙によ
る調査(郵送
による送付・回
収)

住⺠基本台
帳(18歳以
上)から無作
為に1万世
帯を抽出し，
各町世帯数
占有率の加
重平均により，
5千世帯を
絞り込み抽
出

回答数2，
187件
(43.7%)

災害時における太陽
光発電の⾃⽴運転
についての実態調査
結果(台⾵15号)

【太陽光発電の運⽤についての調査】
台⾵15号によって発⽣した⼤規模停電に際し，
停電の規模が⼤きかった千葉県において弊協会
の会員会社を通じて太陽光発電設備を設置し
ているお客様に対して，「太陽光発電の⾃⽴運
転機能」の活⽤についてのヒアリング調査を実施
いたしました。

太陽光発電
協会

2019年9⽉
20⽇〜10⽉
10⽇

ヒアリング調査 太陽光発電
協会の会員
会社を通じ
て太陽光発
電設備を設
置しているお
客様に対し
てヒアリング
調査を実施

ヒアリング件
数486件

⼈⼯呼吸器使⽤者
の停電への備えに関
する調査の結果につ
いて(東京都)

【都内の⼈⼯呼吸器の概要調査】
都内には，難病等により在宅で⼈⼯呼吸器を
使⽤している⽅が多数おり，停電時の電源確
保や⼈⼯呼吸器の作動停⽌を想定した対応な
ど平常時からの備えが必要です。そこで，東京
都では，都内の⼈⼯呼吸器使⽤者の概要を
把握するとともに，今夏の停電に備え，患者や
家族に訪問看護ステ－ションを通じた注意喚起
を⾏うことを⽬的にアンケ－ト調査を⾏いました。

⽴命館⼤学
⽣存学研究
所 酒井美和

2011年6⽉
3⽇〜 6⽉
10⽇

アンケ－ト調
査

都内の訪問
看護ステ－
ション(550カ
所)

回答数442 
件，回答率
80.4%

【 】:アンケ－ト名(調査⽬的などから定義) 「－」:情報なし
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資料名 調査⽬的 調査主体 調査期間 調査⽅法 調査対象 回答数・率

⼤規模停電への備
え<事例集>

【停電時の懸念・備え・対応事例等の調査】
⼤規模停電が発⽣した場合に各分野で懸念さ
れる事象，停電への備え及び対応事例等に
ついて，関係業界や個別企業，⾏政機関等
へのヒアリングを実施。

北海道経済
部

－ ヒアリング調査 関係業界や
個別企業，
⾏政機関等

－

「令和元年台⾵第
19号」等による⾮常
⽤⾃家発電設備の
稼働・被害状況報
告について

【震災時の⾮常⽤⾃家発電設備の稼働・被害
状況等の調査】
当協会では，⾃然災害時においても⾃家発電
設備に要求される機能が維持されているかを確
認し，若しくは不都合がある場合は設備の信頼
性向上を図るため今後に反映することを⽬的と
し，震度6強以上の地震や広域の停電が発⽣
した場合に，⾮常⽤⾃家発電設備の稼働状
況，被害状況等を調査しております。

⼀般社団法
⼈⽇本内燃
⼒発電設備
協会 会⻑
今永隆

－ アンケ－ト調
査

令和元年台
⾵第19号に
より停電等
の発⽣した
地域，並び
に令和元年
10⽉25⽇
の豪⾬災害
により被害の
あった地域
等に設置さ
れている⾮
常⽤⾃家発
電設備の主
要製造事業
者

－

避難所となる公⽴学
校施設の防災機能
に関する調査の結果
について

【避難所となる学校施設の防災機能の調査】
⽂部科学省では，学校施設における防災機能
の向上の観点から，避難所となる全国の公⽴
学校施設の防災機能の保有状況等について調
査しています。
以下の3項⽬について調査を実施
・防災担当部局との連携・協⼒体制の構築状
況，避難所としての指定状況及び学校施設の
利⽤計画の策定状況，防災機能の保有状況

⽂部科学省 平成 31 年4
⽉1⽇現在

－ 全国の公⽴
の⼩学校，
中学校，義
務教育学校，
⾼等学校，
中等教育学
校，特別⽀
援学校及び
上記の公⽴
学校の設置
者

－

【 】:アンケ－ト名(調査⽬的などから定義) 「－」:情報なし

149アンケ－ト情報⼀覧（７/８）

資料名 調査⽬的 調査主体 調査期間 調査⽅法 調査対象 回答数・率

地⽅公共団体にお
ける業務継続性確
保のための⾮常⽤電
源に関する調査結
果

【地⽅公共団体の⾮常⽤電源の設置状況調
査】
消防庁では，地⽅公共団体における業務継続
性確保のための⾮常⽤電源に関して，調査を
実施し，この度，令和元年6⽉1⽇現在の状
況を取りまとめましたので公表します。
調査内容
(1) ⾮常⽤電源の設置状況
(2) ⾮常⽤電源の浸⽔・地震対策
(3) ⾮常⽤電源の使⽤可能時間

総務省 消防
庁

2019年6⽉
1⽇(調査基
準⽇)

－ 都道府県
47 団体，
市町村1，
741 団体

－

平成29年版 情報
通信⽩書 第1部
第2節 熊本地震に
おけるICT利活⽤状
況に関する調査結
果

【被災地域における情報⾏動の調査】
総務省では，被災地域における情報⾏動を分
析するため，被災者の⽅－にウェブアンケ－ト調
査を実施した。調査に際しては，ラジオやテレビ
などの放送系の ICTメディアから，ガラケ－やス
マホなどの移動系，固定電話，防災⾏政無線
などを対象とし，各端末にひもづくアプリケ－ショ
ンの活⽤状況等について分析した。

総務省 2016年4⽉
16⽇〜5⽉
末⽇

ウェブアンケ－
ト調査

熊本市，益
城町，宇城
市，⻄原村，
南阿蘇村の
居住者，同
地域の⾃治
体職員や企
業の関係者，
ボランティア
等

回答数862
件

「熊本地震における
訪⽇外国⼈旅⾏者
の避難⾏動に関する
調査」

【訪⽇外国⼈の避難⾏動・困りごと等の調査】
2016年4 ⽉14 ⽇に発⽣した前震および4⽉
16 ⽇に発⽣した本震を中⼼とする「熊本地震」
において，今回被災した訪⽇外国⼈旅⾏者が
「どのような避難⾏動をとったか」「避難時に困っ
たことは何か」などを明らかにし，さらに増加が⾒
込まれる訪⽇外国⼈旅⾏者に対する災害発⽣
時の情報発信⽅法や，今後，⼤規模地震が
発⽣した際の受⼊環境のあり⽅を探ることを⽬
的として，調査を実施しました。

株式会社サ－
ベイリサ－チセ
ンタ－

2016年4 ⽉
21⽇〜4⽉
22⽇

外国語の話せ
る調査員によ
る質問紙を⽤
いた⾯接聞き
取り調査

2016 年 4 
⽉ 14〜22 
⽇の間いず
れかに九州
地⽅に滞在
した訪⽇外
国⼈旅⾏者

有効回答数
115 件(うち
前震・本震
発⽣時に熊
本・⼤分滞
在者 34 サ
ンプル)

【 】:アンケ－ト名(調査⽬的などから定義) 「－」:情報なし
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資料名 調査⽬的 調査主体 調査期間 調査⽅法 調査対象 回答数・率

平成30年北海道胆
振東部地震対応検
証報告書

【市⺠の⾏動及び災害への備えに対する意識
調査】
札幌市として初めて経験する最⼤震度6弱の地
震を受け，市⺠がどう⾏動したのかという実態を
把握するとともに，地震の発⽣前後で市⺠の災
害への備えに対する意識がどのように変化したの
かを調査し，そこから⾒えた市⺠ニ－ズや課題
を今回の検証に反映させるなど，今後の防災
対策に活かすことを⽬的として市⺠アンケ－ト調
査を実施した。

札幌市 2018年11
⽉7⽇〜22
⽇

調査票を郵送 札幌市内の
満20 歳以
上の男⼥
5,000 ⼈
(住⺠基本
台帳から無
作為抽出)

3,177件
(回答率
63.5%)

【 】:アンケ－ト名(調査⽬的などから定義) 「－」:情報なし

151参考⽂献⼀覧（１/３）
# 参考⽂献
1 株式会社サ－ベイリサ－チセンタ－︓「2019年・台⾵15号に関する停電等に対するアンケ－ト【千葉県⼋街市】」, pp.3, 6, 8－11(2019－9)
2 株式会社サ－ベイリサ－チセンタ－︓「福島県台⾵第19等住⺠避難⾏動調査業務報告書(速報版)」, pp.9, 44, 49 (2020－5)
3 札幌市︓「平成30年北海道胆振東部地震対応検証報告書」, pp.2－6, 10, 13, 15(2019－3)
4 東京電⼒パワ－グリッド株式会社︓「台⾵15・19号の停電に関するアンケ－ト調査」 ※東京電⼒パワーグリッド提供
5 室蘭⼯業⼤学︓「平成30年北海道胆振東部地震 地震発⽣時の⾏動アンケ－ト」(2018－12), PP.13－14, 16－17, 27
6 令和元年台⾵第19号等による災害からの避難に関するワ－キンググル－プ︓「住⺠アンケ－ト結果」, p.4 (2020－2)
7 千曲川・犀川⼤規模氾濫に関する減災対策協議会情報提供検討部会︓⻑野市堤防決壊による浸⽔地区住⺠の避難⾏動に関するアンケ－ト調査結果

報告概要版」, pp.6, 11 (2020－5)
8 ⽂部科学省︓「東⽇本⼤震災における学校等の対応等に関する調査報告書」, pp.12, 27, 48 (2012－3)
9 東京理科⼤学⼯学部建築学科准教授伊藤⾹織・東京⼤学⼤学院⼯学系研究科都市⼯学専攻准教授⼤森宜暁・東京⼤学⼤学院⼯学系研究科都

市⼯学専攻特任研究員⻘野貞康・東京理科⼤学⼯学部建築学科助教丹⽻由佳理︓「平成23年度国⼟政策関係研究⽀援事業研究成果報告書⽇
記形式webアンケ－ト調査による地震被災時帰宅⾏動の実証分析」, pp.18, 20

10 厚⽣労働省︓「医療観察法災害ガイドライン」, p.15 (2018)
11 神⼾⼤学⼈間発達環境学研究科⼩⽥利勝・増本康平・東北⽂化学園⼤学植⽊章三・⼩渕⾼志・⿊沢⿇美・東北⼤学⽣命科学研究科東⾕篤志︓

「⾼齢者福祉施設の災害対応⾏動と防災対策をめぐる課題－宮城県内の⾼齢者福祉施設に対する郵便調査の結果から－」, (2013－7)
12 株式会社サ－ベイリサ－チセンタ－︓「熊本地震における訪⽇⽇本国内⾮居住者旅⾏者の避難⾏動に関する調査」, pp.2－4 (2016－4)
13 国⼟交通省官公庁第2回災害時における訪⽇外国⼈旅⾏者への情報提供のあり⽅に関するWG︓「災害時における旅⾏者への情報提供に関する調査事

業(資料編)」, p.27 (2012－11)
14 千葉⼤学︓「令和元年台⾵15号による停電の⻑期化に伴う影響と⾵⽔害に関する総合調査」, pp.1－2, 1－25, 1－36－39, 1－43, 6－1,6－2, 

6－7 (2020－3)
15 北海道⼩児科医会医療法⼈稲⽣会鈴⽊⼤真・⼟畠智幸︓「北海道胆振東部地震に伴うブラックアウトにおける在宅⼈⼯呼吸器患者への対応に関する研

究」, pp.1－2 (2019－9)
16 島根県健康福祉部健康推進課・島根県難病医療協議会︓「在宅における⼈⼝呼吸器の安全使⽤のためのガイドライン」, p.33 (2012－3)
17 平成30年北海道胆振東部地震災害検証委員会︓「平成30年北海道胆振東部地震災害検証報告書」, pp.34, 38, 98, 101, 106－107, 110, 

120－121 (2019－5)
18 ニッセイ基礎研究所⾦融研究部 主任研究員・年⾦総合リサ－チセンタ－兼任福本勇樹︓「特集進むキャッシュレス化と暮らしキャッシュレス決済への消費者

の疑問Q&A」, p.4（2019－3)
19 内閣府(防災担当)︓「⼤規模地震の発⽣に伴う帰宅困難者対策のガイドライン」, pp.1－2 (2015－3)
20 厚⽣労働省 難病患者の⽀援体制に関する研究班︓「平時に創る難病在宅⼈⼯呼吸器使⽤者等の災害時の備えと⽀援ネットワ－ク」, p.9 (2019－

12)
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152参考⽂献⼀覧（２/３）
# 参考⽂献
21 ⼀般財団法⼈⽇本総合研究所︓「⾼齢者施設・事業所が災害時の停電・断⽔に備えるために」, pp.4－6, 15 (2020－3)
22 内閣府令和元年台⾵第15 号・第 19号をはじめとした⼀連の災害に係る検証チ－ム︓「令和元年台⾵第15号・第19号をはじめとした⼀連の災害に係る

検証レポ－ト(最終とりまとめ)」, pp.9－10, 43, 66 (2020－3)
23 国⼟交通省北海道運輸局︓「⼤規模地震等に備えた外国⼈観光客への情報集約・提供⽅法に関するガイドライン」, pp.8－9 (2019－3）
24 内閣府 ⾮常災害対策本部 :令和元年台⾵第19 号等に係る被害状況等について(2019年10⽉13⽇13:00現在)pp.12-16
25 ⽇経XTECH︓「固定・携帯通信各社が台⾵19号に早めの備え，15号の教訓踏まえ」(2019－10)
26 総務省︓「情報通信⽩書令和元年版第2部基本デ－タと政策動向第2節ICTサ－ビスの利⽤動向」, pp.252－253 (2019－7)
27 NTTドコモモバイル社会研究所︓「モバイル社会⽩書Web版2020年版」
28 MMD研究所︓「調査デ－タ」, pp.12, 48 (2015－6)
29 省エネプラス︓「蓄電池の普及率は前年より約2倍増!今後の価格や動向について解説!」, (2020－2)
30 北海道経済部︓「⼤規模停電への備え<事例集>」, pp.2－4, 26－27 (2018－11)
31 経済産業省︓「平成30年に発⽣した災害による⼤規模停電発⽣時における政府の対応について」, p.39 (2018－10)
32 エネファ－ム普及推進協議体「エネファ－ムパ－トナ－ズ」︓「家庭⽤燃料電池「エネファ－ム」累積 25 万台突破について」, p.1 (2018－7)
33 本⽥技研⼯業株式会社︓「⽤途別のおすすめ発電機」, (2021－3)
34 ヤマハ発動機株式会社︓「⾮常時・防災(家庭⽤)の⾮常⽤電源としておすすめの発電機」, (2021－3)
35 ⼀般財団法⼈次世代⾃動⾞振興センタ－︓「EV等保有台数統計」, (2021)
36 ⼀般財団法⼈⾃動⾞検査登録情報協会︓「⾃動⾞保有台数統計」, (2020－9)
37 経済産業省︓「災害時における電動⾞の活⽤促進に向けたアクションプラン案」の下，具体的なアクションに着⼿します」, (2019－11)
38 太陽光発電協会︓「災害時における太陽光発電の⾃⽴運転についての実態調査結果(台⾵15号)」, (2019－10)
39 ⼀般社団法⼈太陽光発電協会︓「太陽光発電の現状－制度の⾒直し検討と成⻑戦略－調達価格等算定委員会資料」, p.4 (2018－10)
40 医療法⼈稲⽣会︓「2019.3.18 厚⽣労働省医政局地域医療計画課第8回 在宅医療及び医療・介護連携に関するWG ブラックアウト時の在宅⼈⼯呼

吸器患者への対応について」, pp.2, 13 (2019－3)
41 ⽴命館⼤学⽣存学研究所酒井美和︓「⼈⼯呼吸器使⽤者の停電への備えに関する調査の結果について(東京都)」, p.165 (2012－5)
42 浜松医科⼤学医学部付属病院︓「医療福祉⽀援センタ－ニュ－ス」, かけはし. 30, (2019－10)
43 総務省消防庁︓「地⽅公共団体における業務継続性確保のための⾮常⽤電源に関する調査結果」, (2019－12)
44 北海道岩⾒沢市︓「災害時の電源確保について」, p.1 (2019－7)
45 中央防災会議︓「防災基本計画」, pp.20, 27, 212 (2020－5)
46 ⽇本経済新聞︓「⽇産や三菱⾃⾃治体と防災協定EVなど電源に活⽤」, (2019－8)
47 ロジェエイティブ︓「⾃家発電設備に使⽤される液体燃料の危険物規制」, (2017－10)

153参考⽂献⼀覧（３/３）
# 参考⽂献
48 ⼀般社団法⼈⽇本内燃⼒発電設備協会会⻑ 今永隆︓「令和元年台⾵第19号」等による⾮常⽤⾃家発電設備の稼働・被害状況報告について」, 

(2019－12)
49 茨城県常総市⻑神達岳志︓「防災先進都市を⽬指して〜関東・東北豪⾬災害を教訓とした防災・減災の取り組み〜」, p.15
50 総務省信越総合通信局︓「災害対策⽤移動電源⾞の貸与1」
51 ⽂部科学省︓「避難所となる公⽴学校施設の防災機能に関する調査の結果について」, (2019－9)
52 環境⼯学株式会社︓「NHKニュ－スで放送災害時の⾮常⽤電源に太陽光発電を活⽤」, (2020－6)
53 経済産業省北海道経済産業局︓「北海道胆振東部地震における企業の事業継続・地域貢献事例」, (2018－10)
54 GPad︓「ドコモ，北海道胆振地⽅の地震災害により被災された⽅を対象とした端末無料充電サ－ビス実施」, (2018－9)
55 関⻄⼤学社会安全学部・社会安全研究科教授永松伸吾︓「充電ボランティアから⾒えてきた都市防災の課題」, (2018－6)
56 ⾸都直下地震帰宅困難者等対策協議会︓「⾸都直下地震帰宅困難者等対策協議会最終報告」, p.11 (2012－9)
57 NHK︓「「⼤規模停電から災害弱者を守れ」(時論公論)」,  (2019－10）
58 法益財団法⼈北海道医療団︓「地域への貢献について」
59 総務省︓「平成29年版情報通信⽩書」第1部第2節熊本地震におけるICT利活⽤状況に関する調査結果」, pp.218, 220, 223－224 (2017－7)

第1部第3節熊本地震と新たな災害情報等の共有の在り⽅」, p.234 (2017－7)
60 北海道電⼒株式会社北海道胆振東部地震対応検証委員会︓「最終報告」, pp.2, 38 (2018－12)
61 ウェザーニュース︓「熊本地震から3年“ツイッタ－市⻑”のSNS防災術」
62 ⽇本経済新聞︓「災害時SNS発信で明暗，給⽔場所拡散，デマ投稿も」, (2018－6)
63 ⼭梨⼤学⼯学部⼟⽊環境⼯学科秦康範︓「特集・観光とインバウンド/論説 訪⽇外国⼈への災害情報提供の現状と課題」，国際交通安全学会誌．45，

1，p.30（2020－6）Y.Hada:”Current Situation and Issues in Providing Disaster Information to
International Visitors in Japan”, International Association of Traffic and Safety Sciences review, Vol.45, No.1, p.30(2020－6) 
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